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ソーシャルキャピタルは，「社会関係資本」としても知られる，創発的な関係資本であ

る．Burt は，Coleman が論じているソーシャルキャピタルをネットワーク的なアプロ

ーチに依拠し，その精緻化を行っている． 
2001 年に発表した論文において，Burt は，”ネットワーク閉鎖性と構造的隙間の両者

がともに最大化されるとき，組織・集団にもっとも成果をもたらすソーシャルキャピタ

ルの最大化がもたらされる”とする考えを示している． 
しかしながらネットワーク閉鎖性と構造的隙間がどのように組み合わされることによ

り，ソーシャルキャピタルがもたらすポジティブな影響が最大化され，さらにその結果

として組織や集団におけるアウトカムが増加するのかという点に関しては，実証的な検

証はこれまで実質的に行われてこなかった．またこれまでの Burt の議論では，ネット

ワーク閉鎖性と構造的隙間の 2 つの要素は，伝統的には互いに独立したネットワーク構

造として捉えている．しかし，これらが相互作用し合うのか，相互作用するとするなら

ばどのように相互作用するのか，その複雑な関係性について深く掘り下げられていない． 
そこで，本研究では，ソーシャルネットワーク理論に基づく紐帯の構造がもたらすアウ

トカムについて，”ネットワーク閉鎖性と構造的隙間の組み合わせ”が，どのような影響

を与えるのかを，定量的なデータである日本の研究者組織ネットワークデータを用いた

分析手法により，明らかにすることを目的に行う．また，互いに独立したネットワーク

構造として捉えられていた，ネットワーク閉鎖性と構造的隙間の関係性について明らか

にする． 
結果として，2001 年に Burt が指摘した，ネットワーク構造である構造的隙間とネッ

トワーク閉鎖性からもたらされる組織においては，一定程度検証し得た．またソーシャ

ルキャピタルにより研究者組織にもたらされるアウトカムについても明らかとなった．

併せて，ベイジアンネットワークによる構造学習を行い，構造的隙間とネットワーク閉

鎖性は独立しておらず，相互作用し合うことを示した． 
本研究では日本の研究者組織を対象として分析を行ったが，他のネットワークデータ

でも応用可能な分析手法である．  
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1 序論

1.1 研究の背景

他者とのつながりの変化は，産業革命と連動しながら大きく変化している． 18世紀末の

第一次産業革命では，水力や蒸気機関，石炭などのエネルギー革命により工場の機械化が進

み，移動手段においては徒歩や人力車，馬車などの移動手段から電車や車などに変化するこ

とにより，移動速度が格段に速くなり，遠くの人とも短時間で会うことができるようになる

ことにより，他者とのつながりに大きな変化がもたらされた．

また 20世紀初頭の第 2次産業革命においては，電気をエネルギー源としたことで，他者

との関係性に新たな変化をもたらしたといえる．電話が開発され，遠くの人と会わずに会話

ができるようになるとともに，映画やラジオなどが発明され，人々に新たな情報源がもたら

されることとなった．

さらに 1970年代初頭からの第 3次産業革命においては，情報技術や電子技術が発達し，

コンピュータが開発され，工場を中心に自動化が進められ， 1995年には軍事用に開発利用

されてきていたインターネットが商用化・民営化し，一般家庭にも普及した．その結果とし

て，ものをインターネットに繋ぐ IoTや，多様なデータを大量に収集・分析するデータサイ

エンス，機械学習 •AI などが現実的なものとなり，人々の関係性において，これまでとは

大きく異なる変化がもたらされている．

また，近年においては人とのつながり方として，インターネットを用いたメール，ソー

シャルネットワーキングサービス (SNS)が存在する．令和 3年度版総務省の情報通信白書

によると現在では携帯端末（スマートフォン）が普及し，携帯電話やスマートフォンなど

のモバイル端末の世帯保有率は 9割を超えているとされる [1]．またスマートフォンだけに

絞っても， 8割以上の世帯で保有されており，いつでも，誰とでもつながりを得やすい世の

中になったことがわかる．

こうした SNSにより知らない人とでも容易につながることができる環境は，距離の制約

がないことから，同じ趣味を持つ，顔や本名などのパーソナル情報を知らない人と情報交換

や討論することを可能にしており，さらに距離が近い人とでも，同じ場所にいなくても密な

情報交換を可能とするものである．

一般的に SNSは匿名の者同士の意見交換や討論が活発化される一方で，その内容の信憑

性・信頼性は高いものとは言えず，さらに匿名での意見表出の容易さが，実名での意見交換

や討論を低調なものとする可能性も指摘されている．たとえば総務省の ICTを活用した地

域社会への住民参画のあり方に関する研究会によると，地域 SNSへの参加を実名とするか

匿名とするか議論が交わされている．この研究会は，東京都千代田区と長岡市で行われた地
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域 SNSの実施と運用に関する結果を「住民参画システム利用の手引き」としてまとめた [2].

これらの地域 SNSでは，実名と匿名の選択肢ではなく，参加者自身がプロフィール情報の

公開範囲を設定できるようにしたが，実際には相手の名前が分からず，「友達」となること

が難しいという問題が発生した地域 SNSは地域社会と連携し，コミュニティの活性化を

目指しており，匿名での誹謗中傷を防ぐために「頻の見えるコミュニティサイト」を構築す

る必要があるため，「友達」として登録した相手には最低限実名を公開するようルール変更

をして運用を継続した長岡市の地域 SNSでは，実名の公開が信頼性と安全性向上にどの

程度寄与するか，実名を確認しない「友達」との公開情報の有益性，ネット上の友達と現実

の友達の概念の違いについても疑問が提起された．しかし，千代田区の都市部の地域 SNS

では，このような議論はほとんど発生しなかったことから，都市部の生活には匿名性がある

ことから地域 SNSへの匿名性のニーズが少なく，対して地方都市では対面しやすい環境か

ら，ネット上での匿名活動が求められた可能性が考えられる．地域 SNSは現実の地域社会

と連携し，仮想空間内の「友達」という概念が異なることが示唆されている．

このように， SNSに参加し意見を交わすことのあり方に関しては，依然として課題はあ

ると言えるが，中田によると SNSは異なるバックグラウンドや専門知識を持つ人々がオン

ライン上で連携し，新たなアイデアやプロジェクトを生み出すための非常に有望なプラット

フォームであることが示された [3]．情報のアクセス性，ネットワーキングの機会，市場調

査，クラウドソーシング，教育支援など，様々な分野で SNSはイノベーションを促進でき

る高い可能性を持っているとも言える [2].

しかしながら知らない人とでも容易につながることができる SNS環境は，孤独感を与え

る影響の一つにもなっていることも忘れてはいけない．令和 4年に内閣官房孤独・孤立対策

担当室が発表した「人々のつながりに関する基礎調査（令和 3年）」において，全国の満 16

歳以上の個人 20,000人を対象とした調査によって，孤独感が「しばしばある・常にある」と

回答した人の割合が最も高いのは 30歳代で， 7.9%であることが明らかになった [4]．また

20歳代においても 7.7%と高く， UCLA孤独感尺度（間接尺度）を用いた方法においても

同様の結果となっている．これらを鑑みると，孤独感と SNSの利用割合の間には相関があ

るといえる [5].

このような他者とのつながりに関する研究は，戦後から様々な分野で広がりを見せてい

る． 1950年代には社会的交換理論，愛着理論，役割理論， 1960年代には人間関係を構造

（ネットワーク）として捉えるソーシャルネットワーク理論が生まれた．

1.2 ソーシャルネットワーク研究への関心の高まり

ソーシャルネットワーク研究とは，人やもの，組織などのつながりがもたらす影響につい

て，ネットワークを用いて探究する研究である．社会科学においては，社会学をはじめ，経
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営学，政治学，経済学といった分野で応用されている [6-8]．実務レベルにおいても，企業

がマーケティング研究に用いるなど，現実社会の現象を理解する際に用いられる方法の 1つ

であり，また前項で述べたように Facebookや X （旧： Twitter)など，電子空間上で構築

させてきたソーシャルネットワーキングサービス (SNS)が与える影響は大きく，以前に比

べて人と人の社会的なつながりは複雑になるとともに，重要なものとなりつつある．

Otteらが 1984年から 1999年の間に出版されたソーシャルネットワーク論文を調査した

結果，年々ソーシャルネットワークに関する論文数は増加しており，ソーシャルネットワー

クが適用された分野の数も増加していることが示されており [9]，学術分野においては，今

後，益々活発な検討が行われている研究領域であると考えられる（図 1.1).

またソーシャルネットワーク研究における国際的な論文誌の一つとして， SocialNetworks 

が挙げられるが [10]，この雑誌は 1978年に刊行され，ソーシャルネットワーク研究の発展

に大きく寄与した論文も投稿されてきている．さらに，当該雑誌は，人類学，社会学，歴史

学，社会心理学，政治学，人文地理学，生物学，経済学，情報学，その他の分野の研究者が

投稿する稀に見る学際的な研究誌でありながら，そのインパクトファクターは 2022年現在

3.1と，こうした領域における雑誌としてはかなり高いものである．過去を遡ってみるとイ

ンパクトファクターは年々上昇しており，こうしたことからも，つながりを科学的に探究す

るソーシャルネットワーク研究が，多くの分野から注目される研究領域の 1つであることが

わかる．
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図 1.1 ソーシャルネットワーク研究が適用された分野数と発表年との関係

(Otteら [9]より）
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こうしたソーシャルネットワーク研究への関心の高まりの背景には，データ分析基盤の構

築のためのデータ収集・活用がこれまでとは桁違いに容易なものとなったため，これまで先

人の経験や直観により理論化されてきた研究課題やその具体的な研究対象が，実際のデータ

を用いて分析し，検証できる環境が整ってきたことが大きいといえる．

またつながりのあり様が刻々と変化していく現代社会において，どのようなつながりが重

要なのかを定量的に把握することは重要である．なぜならば社会現象は，個人の特性とその

個人が置かれている文脈の相互作用から様々に変化する可能性が高く，こうした文脈をソー

シャルネットワークであると捉えると，社会現象の事象的な解明には，こうした文脈として

のソーシャルネットワークを捉えることが，より深い社会現象解明に向けての重要な基盤で

あるからである．

ソーシャルネットワーク研究においてソーシャルキャピタルの概念を探究することは，現

代社会における複雑な人間関係や社会現象のより深い理解へとつながる．ソーシャルキャピ

タルは，「社会関係資本」としても知られ，個人や集団が持つソーシャルネットワークを通

じて獲得される，創発的な関係資本である．ソーシャルネットワークを通じて形成されるこ

の資本は，個人やコミュニティの福祉，経済的な成功，社会的な連帯感の向上など，多くの

ポジティブなアウトカムを生み出す原動力となる．

このソーシャルキャピタルの形成過程やそのメカニズムを理解することは，社会学を中心

に，政治学，経済学，経営学など広範な分野での研究において中心的なテーマである．この

資本の獲得と活用は，個人や集団が直面する様々な社会的，経済的課題に対処するうえで需

要である． したがって，ソーシャルネットワーク研究においてソーシャルキャピタルの概念

を探究することは，現代社会における複雑な人間関係や社会現象のより深い理解へとつな

がる．

ソーシャルキャピタルの概念は研究者によって様々であり，研究者の専門領域や研究手

法，アプローチによって違いが存在している．こうしたなかで Colemanは，社会における

人々の結びつきを強める「機能」をもつものとしてソーシャルキャピタルを論じている [11].

信頼関係，規範，ネットワークなど人と人が繋がることでもたらされる資源であり，ソー

シャルキャピタルを高めることは重要であるとしている．

また Burtは， Colemanが論じているソーシャルキャピタルをネットワーク的なアプロー

チに依拠し，その精緻化を行っていると言えよう．具体的には， 2001年に発表された論文”

Structural Holes versus Network Closure as Social Capital"の中で，’'ネットワーク閉鎖

性と構造的隙間の両者がともに最大化されるとき，組織・集団にもっとも成果をもたらす

ソーシャルキャピタルの最大化がもたらされる”とする考えを示している [12]（図 1.2).

Burtはソーシャルネットワークの中でも「ネットワーク閉鎖性」と「構造的隙間」とい

う二つの異なる特性に着目したそれぞれにメリットとデメリットが存在する．ネットワー

ク閉鎖性とは，グループ内の人々が密接に繋がっており，情報や資源がグループ内で循環し
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やすい状態を指す．このような状態のグループは，団結力が強く，目標に向かって行動しや

すいと言える．しかし，外部の新しい情報やアイデアが入りにくく，結果として革新性が

低下する可能性がある（図 1.2B)．一方で，構造的隙間とは，異なるグループやネットワー

ク間に「隙間（つながりがない空間）」があることを指し，これらの隙間を通じて新しい情

報やアイデアが流入することで，イノベーションが生まれやすくなる（図 1.2D)．しかし，

グループ間に隙間が多いと，グループ内での一体感が欠け，共通の目標達成が難しくなる．

Burtは，理想としてネットワーク閉鎮性と構造的隙間がバランス良く存在することで，グ

ループは外部からの新しい情報やアイデアを取り入れつつ，団結力を保ち，効率的に目標を

達成できると指摘している（図 1.2A)．つまり，内部の結びつきが強い一方で，外部の様々

なネットワークとも繋がっている状態が，最も成果を上げやすい，つまりソーシャルキャピ

アウトカムが生まれやすい．タルが最大化することから，

この論文は発表から 20年以上経過しているが， Colemanのソーシャルキャピタルをソー

シャルネットワークアプローチにて精緻化を行ったはじめての研究である．定量化して分析

を行うことが困難なソーシャルキャピタルを，ソーシャルネットワーク理論のネットワーク

閉鎮性，構造的隙間を用いて概念整理を行なっているという大きな特徴がある．
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1.3 本研究の目的と構成

ネットワーク閉鎖性と構造的隙間の最適な組み合わせが，組織や集団におけるソーシャル

キャピタルの最大化，ひいてはその結果としてのアウトカムとしての成果や業績といったも

のの増加につながるという点は，先にも述べた通り， Burt[12]によりその理論的に示され

ている．しかしながらネットワーク閉鎖性と構造的隙間がどのように組み合わされることに

より，ソーシャルキャピタルがもたらすポジティブな影響が最大化され，さらにその結果と

して組織や集団におけるアウトカムが増加するのかという点に関しては，実証的な検証はこ

れまで実質的に行われてこなかったましてやいわゆる大規模データ (bigdata)を用いた

定量的な検証は行われてきていない．

なぜならば，これまでの研究では，適切な大規模データセットの取得や，複雑なネット

ワーク構造を解析するための高度な計算技術およびツールが不足していた．先行研究は，多

くの場合，限定されたサンプルサイズや簡略化されたモデルに依存しており，実際の複雑な

社会的相互作用の全貌を捉えることができなかった．加えて，ソーシャルキャピタルの影響

を測定する統計的な方法論も，この種の複雑なダイナミクスを適切に表現するためには，し

ばしば限界があった．

しかし最近になって，ビッグデータ技術の進化と計算能力の向上により，大量のデータを

収集し，解析することが可能になった．これにより，研究者たちは，以前は不可能だったス

ケールと精度で社会ネットワークの構造とその影響を解析できるようになった．これには，

ソーシャルメディアのデータ，組織内外の通信パターン，さらには人々の移動パターンに関

する情報などが含まれる．これらのデータを用いることで，ネットワーク閉鎖性と構造的隙

間の具体的な組み合わせが，ソーシャルキャピタルの形成と活用にどのように寄与するか，

そしてそれが組織や集団のパフォーマンスにどのように影響するかについて，より深い理解

を得ることが期待される．

この新たな環境は，ソーシャルキャピタルと組織の成果との関係に関する理論を，実証的

に検証するための新しい道を開くものである．特に，異なるタイプのネットワーク構造が特

定の状況下でどのように機能するかを理解することは，組織や集団がより効果的に機能する

ための戦略を開発する上での重要な鍵となる．

またこれまでの Burtの議論では，ネットワーク閉鎖性と構造的隙間のそれぞれがソー

シャルキャピタルに与える影縛について検討している．これら 2つの要素は，伝統的には互

いに独立したネットワーク構造として捉えている．しかし，これらが相互作用し合うのか，

相互作用するとするならばどのように相互作用するのか，その複雑な関係性について深く掘

り下げられていない．これらのネットワーク構造の相互関係を理解することにより，組織や

集団がソーシャルキャピタルをより効果的に構築し活用するための戦略が明らかになる．
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以上より，本研究では，ソーシャルネットワーク理論に基づく紐帯の構造がもたらすアウ

トカムについて，’'ネットワーク閉鎖性と構造的隙間の組み合わせ’'が，どのような影響を

与えるのかを，定量的なデータを用いた分析手法により明らかにすることを目的に行う．ま

た，互いに独立したネットワーク構造として捉えられていた，ネットワーク閉鎖性と構造的

隙間の関係性について明らかにする．

本研究を行うにあたり，対象を日本の研究集団ネットワークに着目して実施する．具体的

には，所属機関や所属学部に関わらず，同じ研究プロジェクトで共同研究をしている研究者

たちのネットワークに焦点を当てる．なぜならば異なる機関や学部に所属しながら共同で研

究を行う研究集団のネットワークを分析することで，構造的隙間一つまり，ネットワーク内

で直接つながっていない研究集団間の隙間を特定できるとともに，緊密に相互作用する研究

集団内でのネットワーク閉鑽性も算出可能であるためである．

日本の研究力は， 1998年から 2020年にかけて論文発表数は増加したものの，世界ランキ

ングは 5位へと後退し，研究開発費も相対的に低下している [14]．この状況を踏まえ，本研

究ではソーシャルネットワーク理論を適用し，研究集団間のつながりが日本の研究力にどの

ような影響を及ぼしているのかを探求する．特に，研究資金の規模と研究者ネットワークの

質・量が，研究成果にどのように寄与しているかを分析することで，日本の研究活動の活性

化に向けた戦略的示唆を得る．

本論文は全 7章から構成される（図 1.3).

1章では，序章としてソーシャルネットワーク研究への関心の高まりから，ソーシャル

キャピタルをネットワーク的なアプローチにて精緻化を行っている Burtの論文について整

理を行う．あわせて，本研究の目的，構成について記す．

2章ではソーシャルネットワーク研究系譜について，人々の関係性に関する諸理論を踏ま

えた上で整理する．また，本研究の基盤となる論文とその関連理論について，ネットワーク

構造の中でもネットワーク閉鎖性と構造的隙間を軸として整理する．

3章では本研究で対象とする日本の研究者組織について，データの取得方法，およびネッ

トワーク構造の算出について示す．合わせて，統計分析を行い，研究に関する指標とネット

ワーク構造に関する指標の関係性を把握する．

4章では，ソーシャルキャピタルが最大化される研究者組織を定義し，包絡分析法 (DEA)

を用いてその特徴を明らかにする． DEAの概念の整理と定義を行い，効率値を算出し，ソー

シャルキャピタルが最大化される研究者組織の持つ特徴をクラスタ分析により明らかにして

しヽ <.

5章では，先行研究で指摘されていない，ネットワーク閉鎖性と構造的隙間が相互作用し

ているのかについて，研究規模の違いを含めてベイジアンネットワークを用いて明らかに

する．

8章では，各章のまとめを行うとともに，本研究の限界について示す．
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図 1.3 本論文の構成
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2 ソーシャルネットワーク研究系譜

2.1 人々の関係性に関する諸理論

人間の関係性について論じる前に，まず前提として人間関係には複雑な要因が影響してい

るのであるが，それは多様性，発達，相互作用などであるといえる．多様性と個別性，発達

と変化，そしてそれらの相互作用といったものが，この複雑性を構成しているといえる．ま

た人間関係は関与する個人の文化背景，性格特性，生活環境，価値観，信念，趣味など，多

くの要因によっても大きな影響を受けると考えられる．さらに，人間関係は時間とともに変

化するものである．具体的には，初期の親子関係から始まり，友情，恋愛，同僚関係など，

多様な関係が形成され，個人の発達段階や生活環境の変化に応じて人間関係も変化する．

人間関係は，コミュニケーション，協力，競争，感情の表現などの相互作用からも影響を

受けるとも言える．こうした点は古くは社会学においてジンメルの形式社会学において提唱

されている点でもある．ジンメルは社会を個人間の相互作用の集合体と捉え，その中での信

頼や闘争などの関係性の形式を分析の中心に置いた [15]．ジンメルの理論は，社会の本質を

人間関係のパターンとして理解することを可能にし，社会構造の研究に新たな視角をもたら

したと言え，このアプローチは，社会学における方法論的関係主義の基盤を築いたとされて

いる．

また第二次世界大戦以降には，人間関係性に関する理論が様々な分野で生まれた．特に注

日すべき理論として，社会的交換理論，愛着理論，役割理論，そしてソーシャルネットワー

ク理論が挙げられる．

1950年代に登場した社会的交換理論は，人間関係を経済学と心理学の概念を組み合わせ

て解釈する理論である．この理論によれば，人間関係は得られる利益とコストのバランスに

よって成り立っており，交換関係として表される．つまり，人々は関係を通じて得られる報

圃と支払うコストを天秤にかけ，そのバランスに埜づいて関係を維持，発展させるかを決定

する．同じく 1950年代には，人間関係の選択が幼児期の親子関係に大きく影響されるとす

る愛着理論が発表された．この理論は心理学，進化学，生態学に根ざしており，人間のつな

がり方に影響を与える基本的な枠組みを提供する．愛着理論は，早い段階での親子関係が個

人の将来の人間関係における接し方や感じ方に深く影響すると考える．また，人間が社会的

な役割に基づいて行動するとする役割理論も 1950年代に生まれた．役割理論によれば，個

人は社会的な役割を通じて互いに関わり合い，これらの役割は人間関係を形成し，維持する

上で重要な要素となる． 1960年代には，人間関係を構造（ネットワーク）として捉えるソー

シャルネットワーク理論が登場したこの理論は，個人や集団間の関係性をネットワークと

して分析し，その構造がどのように個人の行動や情報の流れに影響を与えるかを研究する．

，
 



以下に，これらの理論をまとめた表を示す（表 2.1).

表 2.1 人間関係性に関する理論

社会的交換理論

愛着理論

年代 キーワード

1950 人間関係は交換

1950 人間関係の選択方法

役割理論 1950 役割に基づいて行動

ソーシャルネットワーク理論 1960 
人間関係を構造

（ネットワーク）として捉える

分野

経済学と心理学の

概念を組み合わせ

心理学，進化学，生態学

社会学

社会学

つながり

交換関係

影響されるもの

影響されるもの

リンク

Cohenらは社会関係と健康に関する研究の中で，人と人との「つながり」について大きく

分けて機能的側面と構造的側面の 2つの分類を示している [16]（図 2.1)．機能的側面は，個

人がつながることで得られる支援や，ソーシャルサポートとしてのネットワーク，さらには

社会とのつながりから生じる満足感や孤独感を指す．産業革命とそれに伴う社会構造の変化

により，人々のつながりの「質」は変化した．従来の対面での会話や手紙といったつながり

から，メールや SNSを介した頻度や内容が限られたつながりへと移行している．この変化

に焦点を当てた研究は，主に機能的側面に注目している．

一方，構造的側面は，知り合いの数，連絡の頻度，居住距離，職業など，数値的に捉えられ

るものとしてネットワークを捉える観点である．具体的には，知り合いの数，どのくらいの

頻度で連絡を取り合うか，どの程度の距離で生活しているかなど，数値的に測定可能なネッ

トワークの特性を指す．これらの指標は，個人がどのようなソーシャルネットワークを持っ

ているか，またそのネットワークがどのように構成されているかを示すものである．

機能的側面と構造的側面の間には密接な関係があるといえる．例えば，頻繁に会い，長時

間一緒にいる人とそうでない人を比較した場合，前者の方が心理的に近く，信頼関係を構築

しやすいと考えられる．これは，構造的側面でネットワーク構造が強い人は，機能的側面で

も強い関係性を持つ可能性が高いことを示している．心理的に近く信頼できる人とそうでな

い人がいた場合，多くの人は前者とより多くの時間を過ごしたいと考える．これは，機能的

側面で強い関係性を持つ人が，構造的側面でも強い関係性を持つ可能性が高いことを示す．

つながり（機能的側面と構造的側面）と死亡率への影響についてのメタ研究において，機

能的側面と構造的側面の両者に影響があることが明らかにされている [17]．また孤独やがん

による死亡に関しても，両者が影響していることからも，つながりの機能的，構造的側面の

どちらも重要であることがわかる [18,19]. 

このように「つながり」に関する研究では，その機能的側面と構造的側面が重要な役割を

果たしている．これら二つの側面は，人間の行動や健康，幸福感などのアウトカムに影警を

及ぼすが，そのメカニズムは異なる場合がある [20]．機能的側面からの影響は，主に個人が

受け取る社会的サポートの質や量，感情的なつながりの深さによってアウトカムが形成され
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ると考えられる．これに対して，構造的側面の影響は，個人が属する社会的ネットワークの

広がりや密度，その中での位置づけなど，よりマクロなレベルの社会的構造に基づく．した

がって，「つながり」の機能的側面と構造的側面は，いずれも個人のアウトカムに影響を与

える重要な要素であるものの，その影響を及ぼすメカニズムは異なる．

.9 
つながりがある

機能的側面
孤独感

信頼感

満足感 など

構造的側面
何人と繋がっているか
どのくらいの頻度で連絡を取っているか
どのような職業についているか など

>

.9
こ／

しな

＼
＼
ー
／
／
関

図 2.1 つながりの側面とアウトカムの関係性

この「つながり」の機能的側面と構造的側面に関して，分類手法を用いて，社会学や心理

学といった学術的な専門分野ごとに整理する．社会学では，人々の社会的ネットワークや集

団内での役割，社会的交換などが，個人や集団の行動にどのように影響を与えるかを探求し

ている．心理学では，個人の内面的プロセス，例えば感情的なつながりや愛着スタイルが，

人との関係性や社会的サポートの受け方にどのような影響を与えるかに焦点を当てている．

したがって，社会学の理論は主に構造的側面に焦点を当て，心理学の理論は機能的側面に

焦点を当てる傾向があると考えられる（表 2.2).

表 2.2 人間関係性に関する理論とつながりの側面

社会学を主な基盤 心理学を主な基盤

機能的側面役割理論 愛着理論

構造的側面 ソーシャルネットワーク理論 社会的交換理論

この節では，人々の関係性に関する諸理論を概観し，特に機能的側面と構造的側面という

二つの重要な視点からまとめた．ジンメルの形式社会学から始まり，社会的交換理論，愛精

理論，役割理論，そして特に注目するソーシャルネットワーク理論に至るまで，これらの理

論は現代においても人間関係の理解を深めるための基盤となっている．

1 1 



2.2 ソーシャルネットワーク研究の歴史的変遷

本項では，ソーシャルネットワーク研究の歴史的変遷を，科学発展サイクルを基に示す．

科学者のソーシャルネットワークの形成を分析した Mullinsは，科学発展として次の 4つ

の段階が観察されることを示した（図 2.2)[21]. 

1.パラダイムグループ：

科学者集団の最小限の形態．情報共有など協力関係はあるが，基本的に科学者個々は

バラバラに研究を続けている．

2.ネットワーク：

科学者ネットワークを形成し，そのメンバーである各科学者も新しい関係性を作る．

ネットワークパターンは流動的である．

3.クラスター：

科学者が自分たちのコミュニケーションのパターンを自覚し，共通の問題に取り組ん

でいる人々の周りに境界を作り始めると形成されるもの．クラスターは，リーダー

シップ，支援する機関などの条件によって発展する．明確な文化を持つ．

4.専門的：

専門分野として外部から認識され，学会，雑誌，会議など正式な組織を持つ．

1パラダイムグループ

'-._ A --------------- B / 

/ C D'--.. 

3クラスター

A---------------• B/ i !, 9’’‘‘‘’‘、三アE: 

cこ— D戸ご

2．ネットワーク

A’-------……'B 

/II[ ／／  D 

4．専門的

Y 9.”••” 

II ．` x プ A~二亡ごニブ＿ B~一一→ 」~•• 
• ----w ‘、E< II!ヽ‘¥M 

/‘、 T / C - -D--------：‘> k ≫ f.， I 

矢印の向き ：コミュニケーションの方向

—コミュニケーション 一 共著者関係

＿―-―-協力関係 ”......．．．．． 師弟関係

図 2.2 科学発展の 4段階

(Mullins [21]より著者作成）

パラダイムグループの段階において科学発展をおこなっていくためには，様々な分野の研
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究者がグループ内に入る「科学者的移住」が必要であると言われている [22]．ここで「科学

者的移住」とは，異なる分野の研究者が特定の研究コミュニティに参加することを指す．外

部からの視点を持つ研究者がコミュニティに加わることで，新たな問題解決のアプローチや

可能性をもたらすと考えられてる．過程として，最小の科学者の協力関係のグループから，

様々な分野の科学者を含めたネットワークを形成し，師弟関係・リーダーのいる研究グルー

プ（クラスター）が学会や会議などの正式な機関を持つ専門分野に発展していくとされる．

村上は，’'予測や危険予知，間題解決において，多くの一見関係なさそうな領域における

しごく普通の知識に十分な目配りが利き，しかもそれらを必要でない情報や知識から選り

別けた上で組み合わせ，そこから，絶対的な因果関係に基づく演繹ではないながら，しか

しあり得るべき様々な可能性を導出してみることができ，しかもその導出された結果を検

討・評価して，未来についてのしかるべき判断を下すことができる，という能力’'と記して

いる [23]．研究者コミュニティにおいては，これは「科学者的移住」と同じであると言える

だろう．関係なさそうな領域，領域内の研究者が気づかないような視点や観点を持つ分野の

研究者がコミュニティに移住するということは，問題解決の糸口である可能性を多く導出で

きるためである．

また Mullinsが描く科学発展の 4段階を，’'科学発展サイクル’'としてその分野の科学者

数や論文数の時間的な変化として表現すると，図 2.3のようなロジスティック曲線で表現さ

れるとされる [24,25].

科学者の数 プレ・パラダイム
論文数 1 革命期

時間

図2.3 科学の発展サイクル

（金光 [25]より著者作成）

ポスト・
パラダイム革命期

ここで言うプレ・パラダイム革命期とは，学問的な研究対象や領域が未確立な時期を指す

ものであるとされる． Mullinsの科学発展に合わせると，パラダイムグループやネットワー

クの段階であろう（図 2.2)．この時期においては対象分野としての論文も少なく，情報交換

を行いながら確立を行う時期であると考えられる．パラダイム革命期は，図 2.3に示される

ように，科学者の数や論文数が大幅に増え始める頃である．論文数が増えるということは，

明確な文化を持ったコミュニティが作られ，学会や会議などが実施されることが考えられ
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る．ポスト・パラダイム革命期では，爆発的とはいかないが，安定的に研究の発展，進展し

ていく時期となる．

科学発展のサイクル（図 2.3)は，ほとんどの科学分野において一般化できる発展パター

ンであると考えられている．そこで，科学発展のサイクルにあわせ，ソーシャルネットワー

ク研究の変遷を考える．

Freemanは，社会生活について構造的側面を明確に述べている最初の研究者として Conte

を挙げた [26].Conteは「社会学」という言築を作り，その目的を社会の法則を解明するこ

ととし，理論とシステマティックな観察が共に重要であると説いた．しかし，ソーシャル

ネットワーク研究の変遷をまとめるにおいては，本研究におけるソーシャルネットワーク研

究の定義「人やもの，組織などのつながりがもたらす影響について，個人の属性やつながり

の質や量などの構造的側面から明らかにしようとしており，かつ Freeman[26]が提唱した

4つの特質を満たした研究」に当てはまる，集団を分析するための一つの手法であるソシオ

メトリーを提案した Moreno[27]が最初の研究として考えられる．

プレ・パラダイム革命期： ～1970年代

1943年に Morenoは，集団を分析するための一つの手法であるソシオメトリーを開発し

た [27].Morenoは集団における個人間の関係は感情から成り立つものと考え，集団の関係

性の理解を助ける方法，つまり集団構造や人間関係を測定する技法を開発した．この技法の

基本的な流れは，被験者に対して，集団内の人間から選択「この人と一緒にいても良い」と

排斥「この人と一緒にいたくない」を選択してもらい関係性のマトリックスであるソシオグ

ラムを生成する（図 2.4)．これにより集団内の人間を，多く選択されたリーダー的立ち位置

の人（ソシオメトリーの分類においてはスター），多くの人から排斥された人（排斥），選択

や排斥の数が少ない人（周辺），選択も排斥もされない孤立的な立ち位置の人（孤立）に分

け，集団内の関係性を明らかにすることを試みた．

選択
ソシオグラム

B
 排斥

c 排斥

D
 

1．集団組織を明らかに
2．組織を測定する主観的測度を含める

A B C D 

A X X 

B 

゜
X 

C 

゜
X 

D 

゜゜
0選択 X排斥排他

3．可能な限り客観性を与える

A:スター
B ：周辺
c：孤立
D ：排斥

4.特定の構造を発展させる基準を考える

図 2.4 ソシオメトリーの基本的な流れ

Morenoが述べたソシオメトリーの重要なステップについて図 2.4に示す [28].Moreno 
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のステップは，ソシオメトリーの基礎を形成し，後の研究者や実践者が人間の社会的関係を

理解し，改善するための方法論を発展させた．

1．集団組織を明らかにする

最初に，グループ内の社会的関係の実際の構造を明らかにする． Morenoは，個人が

どのように互いに関連しているか，そしてこれらの関係がグループの機能にどのよう

に影響するかを理解することが重要だと考えた．

2.組織を測定する主観的測度を含める

Morenoは，個人の感情や好み，選好など，主観的な要素が集団組織の構造を理解す

る上で重要であると考えた．

3.可能な限り客観性を与える主観的用語に高い程度の客観性を与える

主観的なデータに客観性を持たせるため， Morenoは補助的な自我 (auxiliaryego) 

の概念を用いた方法を開発した．

4.特定の構造を発展させる基準を与える

グループ内の構造がどのように形成されるかを理解するためには，その構造が発展す

る墓準（例えば，必要性，価値，目的など）を考慮することが重要であると， Moreno

は指摘した．

Morenoは精神分析家であることから，ソシオグラム生成に主観的な基準を利用している

が，可能な限り客観性を与えるようにするなど，データの構造的なパターンの在り方に着

目している．よってソシオメトリーは，次項にて詳細を記している Freeman[26]が提唱し

たソーシャルネットワーク研究の性質，「ソーシャルネットワーク分析は，社会の中にいる

人々を結ぶつながりに埜づくネットワーク構造（構造的側面）を考慮し，体系的な実証デー

タに基づいて，描画技術（グラフ理論的）を使い，数理モデルや計算モデルを使用している」

を満たしていると言えるだろう．

ソシオメトリーは， 1950年代にてミシガン大学を中心として社会ネットワーク解明のグ

ラフ理論の専門家養成が行われた際に体系化され，数多くの研究者を排出した [29]．現在は

教育分野において学級集団構造研究やいじめ，社会科学分野においては地域連携などで，幅

広い分野で応用されている [30-34].

Morenoがソシオメトリーを考案した 1940年代頃，他の研究機関においてもソーシャ

ルネットワーク研究が行われ始めた．そこで大学を主な拠点とする学派が形成された．学

派をどのような形で取り纏めるかと言う点に関しては，当該分野の概念史を研究する者

らによって異なるが，本研究においては主要な学派とされる 3つに関して，以下で述べ

る [25,26, 29, 35]. 

1つ目は，イギリスのマンチェスター大学を中心としたマンチェスター人類学派である．

研究者らはアフリカの小さな村を対象とし，地域社会のネットワーク構造について研究を行
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ぃ，日常生活に影響する相互作用の構造にパターンがあることを示し，その際，初めてネッ

トワーク分析という言葉を用いたとされる．

2つ目は，ハーバード大学を中心としたハーバード構造学派である．ネットワーク構造へ

の着目から，構造学派と称されるが，その分析の焦点は，なかでも組織や集団などにあり，

組織論，組織行動論の領域などに留まらず，政治，経済，経営などの分野においても強い影

響をもたらしたと言える．

3つ目は， 1945年にマサチューセッツ工科大学 (MIT)でグループダイナミクス研究セン

ターが創設されたことが契機となり， MITを中心とする研究者グループからなる学派が形

成された． 1930年代の大恐慌以降，集団に対する社会科学的研究への関心が高まる中， ド

イツから亡命してきた心理学者， Levineがこの研究者グループに非常に大きな影響を与え

た． Levineは心理学的観点から，つながりの機能的側面をソシオメトリーを用いて研究し

ていたとされている． Levineの貰重な業績と基盤の上に，彼の死後の 1950年代から 1960

年代にかけて，グラフ理論やダイグラフの数学理論など，数学的な側面からソーシャルネッ

トワーク研究がさらに発展した．この時期における研究は， Levineの初期の研究を基礎と

して，ソーシャルネットワーク分析の数学的枠組みを拡張し，深化させることに貢献したと

言える．

それぞれの学派における違いは，その対象範囲と分析手法にあることが挙げられる．まず

マンチェスター人類学派はパーソナルネットワークに着目して研究を行ってきている．図

2.5において， Aを中心としたパーソナルネットワークを考えた時，オレンジ色の範囲とな

る．このパーソナルネットワークは，個人 Aの直接的な関係性や相互作用を視覚化し， A

の社会的環境や影響力の範囲を，個人を中心として他者との関係をネットワークとして捉

え，分析を行う方法である．代表的な研究としては， Mitchellのアフリカの都市部や農村部

における具体的なケーススタディがあげられる [36].Mitchellは労働移動，家族関係，友情

など，さまざまな社会的結びつきを分析することを通じて，パーソナルネットワークが個人

の経済的機会，社会的サポート，および文化的アイデンテイティにどのように貢献するかを

明らかにした．

また，ハーバード構造学派は組織や集団などを中心に分析を行っており，分析対象範囲

は青色の範囲となる．構造学派の代表的な研究として，パラダイム革命期に発表された

Granovetterの「弱い紐帯の強さ理論」があげられる． Granovetterは，個人のパーソナル

ネットワーク内での「弱い結びつき」が，情報の流れや新しい機会の発見において「強い結

びつき」よりも重要であることを示したまた弱い結びつきは，異なる社会的グループやコ

ミュニティ間の橋渡し役として機能することで，社会的ネットワークを通じで情報やリソー

スがより広範に流れることを示している．したがってこの理論は，個人がどのように位置づ

けられているか，すなわち，社会的な組織や集団の構造の中で相互にどのように関連して

いるかを理解するための，ミクロとマクロの視点を統合する重要な理論であると言われて
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いる．

対して， MITを中心とするグループは他の 2つの学派とは異なり，数学的な部分につい

て研究を推進していた．特にパラダイム革命期に発表された WattsとStrogatzによる「ス

モールワールド」の研究が有名である [37]．彼らは，多くの社会的および生物学的ネット

ワークが，高い局所的クラスタリングと短い全体的な経路長を特徴とする「スモールワール

ド」構造を持っていることを示した．この研究は，数学的モデルと計算シミュレーションを

用いており，ネットワーク内での情報の伝播や伝逹効率を理解する上で基礎となる研究で

ある．

．
 ．

 
Aを中心とした時のパーソナルネットワーク

組織・集団

図2.5 ネットワーク分析における対象範囲

しかしながらこの時期においては，未だソーシャルネットワーク分析が科学方法論として

広く広まっていたわけではなかった．その理由は，情報技術や電子技術が急激に発達し，コ

ンピュータの開発が著しく進展する第 3次産業革命は 1970年代初頭であることから，分析

ライブラリや電子計算技術が発達していなかったことが要因として考えられる．

パラダイム革命期： 1970年～2000年代

1970年代に，社会ネットワーク分析が学際的な研究分野として急速に成長し，この新し

い学問領域における研究者間のコラボレーションと情報交換の必要性が高まった結果，国

際学会 InternationalNetwork for Social Network Analysis (INSNA)が創設された [38].

INSNAはソーシャルネットワーク分析の研究者と実践者の専門的な学術団体として，論文

誌発行や 1981年からは年次総会を開催するなど，ソーシャルネットワークの方法論や理

論の開発や応用，研究者支援のための場である．またネットワーク研究に密接に関係する
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応用数学的な観専門学術雑誌である TheJournal of Mathematical Sociology (JMS)が刊

行され，社会科学と数学の橋渡しが行われる新たな研究の場が作られるようになっていっ

た [39].

1990年代に入ると， AIDSの世界的な流行が公衆衛生の大きな課題となった．この病気

の拡散メカニズムを理解するために，人々の社会的なつながりや行動パターンを構造的側面

から分析するソーシャルネットワーク研究が注目されはじめた．公衆衛生や医療分野の研究

者たちは，感染症の伝播経路を追跡し，予防策や治療法の開発に役立つ洞察を得るために，

ソーシャルネットワーク分析の技術を利用した．このような研究は，特定のコミュニティ内

での AIDSの伝播パターンを明らかにし，感染症対策における介入戦略の策定に貢献した．

この期間における技術的進歩と公衆衛生におけるニーズは，ソーシャルネットワーク研究

の応用領域を大きく広げ，研究方法論の革新を促したと言える．結果として，ソーシャル

ネットワーク分析は，単に社会学的な枠組みを超えて，公衆衛生，医療，心理学，経済学な

ど多様な分野での基礎的な研究ツールとしての地位を確立した．

その他，このソーシャルネットワーク研究のパラダイム革命期においては，現代において

も応用されている理論が数多く生み出された．たとえば Granovetterの弱いつながりの強

さ理論 (Strengthof weak ties)，エンベデッドネス理論 (Embeddedness),Burtの構造的

隙間論 (Structuralholes), Colemanのソーシャルキャピタル (Socialcapital)などであ

る [6,11, 12, 40]．本研究の基盤としている， Burtが”ネットワーク閉鎖性と構造的隙間の

両者がともに最大化されるときに，組織・集団にもっとも成果をもたらすソーシャルキャピ

タルの最大化がもたらされる”と論じた Burtの論文 [13]も同時期に誕生した． これらの理

論は，ソーシャルネットワーク分析の基礎を形成し，多様な分野での研究に影響を与え続け

ている．

ポスト・パラダイム革命期： 2000年代～

ソーシャルネットワーク研究は， 2000年代に入ってからも引き続きニーズの高い研究分

野であり続けている．しかし， 1970年代から 1990年代にかけてのパラダイム革命期に見ら

れたような，理論的な飛躍や基礎研究の爆発的な発展という形ではなく，応用研究が増加し

ている．この変化は，ソーシャルネットワーク分析ツールの進化，デジタルデータの容易な

アクセス，および計算能力の向上により，実世界の複雑な間題への応用が可能になったこと

が要因であると考えられる．

理由の一つとして，ソーシャルメディアプラットフォームの台頭が挙げられる． Face-

book, Twitter, Linkedlnなどのプラットフォームを通じて，個人間の相互作用やコミュ

ニティ形成を促している．これらプラットフォームから取得されるデータを通じて，ネット

ワーク内での行動パターン，情報の拡散メカニズム，影響力の動態などに関する研究が行わ

れている．例えば， Kramerらの研究では， Facebookのニュースフィードの感情的な内容

18 



がユーザーの感情に影響を与えることが示された [41].

公衆衛生の分野では，ソーシャルネットワーク分析が疾病の伝播モデルの理解や介入戦略

の立案に利用されている．例えば， COVID-19パンデミックの際には，人々の移動パターン

や社会的接触のネットワーク分析が，ウイルスの拡散予測や効果的な公衆衛生対策の策定に

重要な役割を果たした例として， Buckeeらの研究では，携帯電話データを利川して人々

の移動パターンを追跡し， COVID-19の伝播モデルを構築した [42].

企業においても，ソーシャルネットワーク分析は，組織内のコミュニケーションパターン

の最適化，イノベーションの促進，および顧客間の相互作用を通じたマーケティング戦略の

強化など，多岐にわたる応用が行われている． Valenteらの研究では，社内のイノベーショ

ン伝播におけるソーシャルネットワークの役割について分析した [43].

よってソーシャルネットワーク研究がポスト・パラダイム革命期においても，理論的な枠

組みから実践的な応用に至るまで，幅広い分野で重要な役割を果たしていると言える．

ソーシャルネットワーク研究の科学の発展サイクルのまとめ

まとめると，図 2.6のようになる．ソーシャルネットワーク研究は， 1940年代からのプ

レ・パラダイム革命期において Morenoによるソシオメトリーの開発がされ， 1970年代か

ら2000年代にかけてのパラダイム革命期には学際的な研究分野として怠成長し，重要な理

論が誕生した． 2000年代以降のポスト・パラダイム革命期には，ソーシャルメディアの台

頭や計算技術の進化に伴い，応用研究が増加し，公衆衛生から企業経営に至るまで幅広い分

野での実践的応用がされるようになった．

図2.6より，ソーシャルネットワーク研究においては 30年毎に研究変化が起きているこ

とがわかる．またパラダイム形成 [21]のパラダイムグループ段階において科学発展を行っ

ていくために必要な「科学者移住」は，プレ・パラダイム革命期に MITにおけるドイツか

ら移住した Levineや，パラダイム革命期の国際会議や学会の登場に伴う研究者間の交流な

どに多く起こっていたと考えられる．

これに加えてソーシャルネットワークがこれほどまでに発展した理由として，社会変化

が挙げられる．特に 1970年代初頭からの情報技術や電子技術の発達の影響が大きい．コン

ピュータの発明とその後の性能向上，および計算技術の利用が広がったことで，分析用のソ

フトウェアライブラリが豊富に開発され，社会的ネットワークの構造的側面を体系的な実証

データに基づいて描画し，計算することが可能になった [26]．電子計算技術が発達していな

かったら，ソーシャルネットワーク研究はこれほどまでの速さでの発展はなかったと考えら

れる．
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図2.6 ソーシャルネットワーク研究の科学の発展サイクル

2.3 ソーシャルネットワーク研究の定義

2.1にて「つながり」には機能的側面と構造的側面があり，人間の行動や健康，幸福感な

どのアウトカムに影響を及ぼすが，そのメカニズムは異なる場合があることを示した [20].

機能的側面からの影轡は，主に個人が受け取る社会的サポートの質や量，感情的なつながり

の深さによってアウトカムが形成されると考えられる．これに対して，構造的側面の影響

は，個人が属する社会的ネットワークの広がりや密度，その中での位置づけなど，よりマク

ロなレベルの社会的構造に基づく．つまり機能的側面と構造的側面の両方の尺度を用いるこ

とで，本質的な比較が可能になるだろうと Holt-Lunstadは述べている [18].

そのため，ソーシャルネットワーク研究では機能的側面と構造的側面の両面から検討が行

われている．明確にどちらの側面における研究なのか分けることが難しい場合もある．しか

し一般的に，ソーシャルネットワーク研究とした場合には，構造的側面に関する研究である

ことが多いといえる．

ソーシャルネットワークの概念史をまとめた Freemanによると，ソーシャルネットワー

ク研究は次のように定義しうるとされる [26].

‘社会科学において，社会的アクター間の相互作用を研究する構造的アプローチを，

ソーシャルネットワーク分析と呼ぶ．ソーシャルネットワーク分析者が研究する関係

は，通常，個々の人間を結ぶものである．．．．ソーシャルネットワークアプローチは，

アクターが組み込まれた社会的関係のパターンが，そのアクターにとって重要な結果

をもたらすという直感的な考えに拮づいている．そのため，ネットワーク分析者はさ

まざまな種類のパターンを明らかにしようとする．そして，それらのパターンが発生

する条件を決定し，その結果を発見しようとする．＇

またソーシャルネットワーク分析手法に関する書籍を執筆した Wassermanらは，
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ツーシャルネットワーク，アクター，グループ，関係を定義したところで，ソーシャ

ルネットワークをより明確に定義することができる．ソーシャルネットワークは有限

のアクターの集合と，それらに定義された関係からなる．＇

と定義している [44]．このことからもソーシャルネットワーク研究＝構造的側面に関する研

究として捉える研究者らが存在する．本研究におけるその焦点はソーシャルネットワークの

構造的側面であり，その理論である [13].

さらに Freemanはソーシャルネットワークの構造に関する研究の特質として以下の 4つ

を挙げている [26].

1.ソーシャルネットワーク分析は，社会の中にいる人々を結ぶつながりに基づく

ネットワーク構造（構造的側面）を考慮し，

2．体系的な実証データに埜づいて，

3.描画技術（グラフ理論的）を使い，

4．数理モデルや計算モデルを使用している．

上記 1に関しては構造的側面の観点であり， 2は，実データを利用し検証を行ことが必要

であること．また 3についてはネットワーク表現がなされること（例：図 2.7)，さらに 4

については数学・統計的なモデルを用いて分析がなされている必要があることが示されて

いる．

． 

． 

A
 

図2.7 ネットワーク表現例

こうした点から，本研究おけるソーシャルネットワーク研究の定義を，「人やもの，組織

などのつながりがもたらす影響について，個人の属性やつながりの質や量などの構造的側面

から明らかにしようとしており，かつ Freeman[26]が提唱した 4つの特質を満たした研究」

とする．
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2.4 本研究の基盤となる論文とその関連理論

本項では，本研究の基盤としている Burtの論文 [13]での指摘を明確化するため，関連理

論であるソーシャルキャピタルとソーシャルネットワーク理論の変遷を踏まえ検討を行う．

関連理論との関係を図 2.8に示す．

1973年 経済活動を含め、 1985年
弱いつながりの強さ理論
Granovetter, Mark S 

よりネットワーク構造として着目
エンベデッドネス理論
Granovetter, Mark S 

情報の優位性
コントロールの優位性に着目

1992年
構造的隙間
Burt, Ronald S 

2001年

1988年

／ 

ソーシャルキャピタル
Coleman, James S 

概念が生まれる

ネットワーク閉鎖性

Structural holes versus network closure as social capital 
Burt, Ronald S 

図2.8 本研究の基盤としている論文とその関連理論の関係性

2001年に Burtが発表した論文において，ネットワーク閉鎖性と構造的隙間がともに大き

いことが，組織・集団における成果（アウトカム）が最大化される可能性が指摘された [13]

（図 2.9)．より厳密に述べるとするならば，なんらかの組織もしくは集団において，ネット

ワーク閉鎮性と構造的隙間がともに最適な形で両立する際に，ネットワークの内外にポジ

ティブな効果をもたらすとされる，ある種の特殊なソーシャルネットワークであるソーシャ

ルキャピタルが形成され，結果として，当該組織や集団がもたらすアウトカムが高まるとさ

れる．

ここでネットワーク閉鎖性とは，組織内部の紐帯の密度が高く，誰もが互いに繋がってい

るようなネットワークであり，コミュニケーションがしやすく意思を統一することが容易で

あり，信頼が生まれやすい特徴がある．構造的隙間とは，ネットワークを構成する人々の間

に，相互関係がないネットワークであり，複数の情報源は互いに重複していないため，それ

ぞれ別の情報をもたらす可能性が高い．

Burtはネットワーク閉鎖性，構造的隙間にはそれぞれメリットがあるが，どちらかの紐

帯構造に偏っている状態は，成果（アウトカム）を生み出す観点から望ましいものではない

と指摘している．例えばネットワーク閉鎖性の高い集団においては，何か物事を成し遂げる
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時に大きな力を発揮する．しかしネットワーク閉鎖性が高いだけでは，同じ情報しか入っ

てこない単一的な集団となってしまう（図 2.9B)．また，構造的隙間が大きい集団において

は，さまざまな情報が集まる可能性が高く，イノベーションが起こしやすい．

ワーク閉鎖性が低いと，集団で物事を成し遂げる際に意思統一を図ることは難しく，集団内

の人々がバラバラな動きとなる集団となってしまい，組織活動に伴う成果（アウトカム）が

十分には生み出されない（図 2.9D)．したがって，ネットワーク閉鎖性と構造的隙間がとも

に最適化された状態で存在している集団がより高い業績を生み出すのではないかと指摘され

しかしネット

ている（図 2.9A).

この論文は， 2001年に発表されたものであり 20年以上経過しているが， Colemanのソー

シャルキャピタルをソーシャルネットワークアプローチにて精緻化を行ったはじめての研究

である [11]．定量化しての分析を行うことが困難なソーシャルキャピタルを，

ネットワーク理論のネットワーク閉鎖性，構造的隙間を用いての概念整理を行なっている．
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図2.9 成果と紐帯の構造の関係性

(Burt [13]より著者作成）

2.4.1 ソーシャルキャピタル

ソーシャルキャピタルの概念は，多様な学派によって様々な定義がなされており，そ

の歴史的な変遷を追うことで，社会的な結びつきや共同体意識の重要性が明らかになる．

Tocquevilleの1835年の論文’'Democracyin America’'では，市民が自己利益を追求するだ

けでなく，共同体への参加や相互支援の重要性を強調しており，信頼，相互依存，協力を通

23 



じて社会的な結びつきや連帯感が形成されることを指摘している [45].Tocquevilleは，民

主主義社会における相互依存の強化と，その他の支配形態下での社会的結合力の低下を比較

している．これは，社会的な関係や共同行動のネットワークが，個人及び社会全体の福祉向

上に寄与するという考え方につながる．

1916年， Hanifanは''TheRural School Community Center’'において，ソーシャルキャ

ピタルに関する議論を初めて提起し，地域コミュニティの構築における社会的な結びつき

の重要性を論じた [46].Hanifanの考え方は，教育と地域社会の発展を結びつけることで，

ソーシャルキャピタルの概念を具体化した．

さらに， 1992年に Jacobsが’'TheDeath and Life of Great American Cities”を発表し，

都市の社会的な結びつきやコミュニティの重要性に焦点を当てた [47].Jacobsは，多様性

や密度の高い都市環境がソーシャルキャピタルの形成と持続にどのように貢献するかを研究

し，これらの要素が都市生活の質を高める上で不可欠であることを示唆した．

また Adlerら [8]は，ソーシャルキャピタルについて「ソーシャルキャピタルは複数の個

人・集団の間に存在する善意である．プレイヤー間の情報伝達，感染・影響，団結力などに

影響をもたらす．」と定義している．

本研究においては，ソーシャルキャピタル概念を理論的なレベルで精緻化し，より実質的

なソーシャルキャピタル概念に関する議論の道を開いた Coleman[11]が提唱する以下の 2

つの考え方に依拠するものとする．

1.社会・地域における人々の信頼関係や結びつきを表す概念

2.人々の協調行動（付き合いや助け合いなど）を活発にすることによって，社会の効率

性を高めることのできる，「信頼」「規範」「ネットワーク」といった社会組織の特徴

まず， 1に関しては，社会的な連帯感や共同体内での相互信頼を重視し，個人間の強固な

結びつきがいかに社会的な資源を形成し，共有されるかを強調している． Colemanによれ

ば，このような信頼関係や結びつきは，社会の基盤を形成し，個人が社会内で協力し合い，

共通の目標に向かって努力する基盤となる．この観点から，社会や地域コミュニティ内での

信頼関係や結びつきの強化は，ソーシャルキャピタルを増加させ，結果として個人および社

会全体の福祉向上に寄与する．

次いで， 2に関しては，単に人々が互いに助け合うことの重要性を超え，そのような行動

が社会全体の効率性や機能性をどのように高めるかに焦点を当てる． Colemanは，信頼，規

範，ネットワークなどの社会組織の特徴が，人々が共同で行動する際の枠組みを提供し，相

互作用を促進することによって，社会資本の蓄積を促進し，社会の効率性を向上させると論

じている．この観点から，強固な社会組織の特徴は，ソーシャルキャピタルの形成において

中心的な役割を果たし，経済的，社会的な活動の効率化に寄与する．

このようなソーシャルキャピタルでの人々の結びつきや付き合いは，地域や組織内部の紐
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帯の密度が高く，誰もが互いに繋がっているようなネットワーク閉鎖性の高い方が良いと考

えられてる．コミュニケーションがしやすく意思を統一することが容易であり，信頼が生ま

れやすいと考えられている [11]．また物事を実行する際も，一致団結した行動をとりやすい

とも考えられている [6,48].Reagansらはネットワーク密度が高いチームほど生産性が高

まることを示した [49]．また， Xiaoらは密度の高いネットワークに囲まれている社員ほど

給与が高まる傾向にあることを示した [50]．このように密なネットワークをネットワーク閉

鎖性の高いネットワークという．単位としては，集団，チーム，組織などの人々の集団であ

る（図 2.10).

．
 

ネットワーク閉鎖性が高い組織

●
-

B
 

ネットワーク閉鎖性が低い組織

図2.10 ネットワーク閉鎖性

2.4.2 ソーシャルネットワーク理論

Burtは 1992年に， Granovetterの弱いつながりの強さ理論 [6,40], また Colemanらが

唱えたソーシャルキャピタルとしてのネットワーク閉鎮性への疑問より構造的隙間を提唱し

た．構造的隙間とは，ネットワークを構成する人々の間に，相互関係がないゆえに生じる関

係の隙間のことである．

ネットワーク閉鎮性が高いネットワークと，構造的隙間が大きい組織を図 2.11に示す．

ここで注意しなければならないのが，対象単位である．ネットワーク閉鎖性は集団，ネット

ワークが単位であったが，構造的隙間は集団内，ネットワーク内に存在する個人が単位とな

る．またネットワーク閉鎖性は集団内に着目している議論に対し，構造的隙間は集団外に着

目している議論である．

この点をより具体的に述べるのであるならば，例えば，組織 Aを中心として考えた場合，

ネットワーク閉鑽性が高い組織間ネットワークにおいては，組織 BCD全てとつながりがあ

り，組織 BCD間の繋がりもある（図 2.11)．この場合，ネットワーク内を流れる情報は，

ネットワーク内 4組織全てに伝わる可能性が高い．対して構造的隙間が大きい場合は，組織

BCDと組織 Aはそれぞれつながりがあるが， 3組織 BCDにはつながり（相互関係）がな
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ネットワーク閉鎖性が高い 構造的隙間が大きい

図2.11 ネットワーク閉鎖性と構造的隙間

ぃ．つまりネットワーク内を流れる情報は，必ず組織 Aを通過することになる．このよう

な状態を，構造的隙間は英文で’'stractualholes”であることから’'穴がある”と表現される．

組織 Aは3組織 BCDからそれぞれ異なっだ情報を得ることができ，情報を得ることがで

きる「情報の優位性」，そして伝わった情報を他の組織に流すかどうか決めることができる

「コントロールの優位性」を持っているといえる．これが，構造的隙間があることによるメ

リットである．

構造的隙間に関する応用研究として， Flemingらは構造的隙間が乏しい研究者ほど，生み

出すアイディアの新規性（出願特許の新規的な組み合わせ）が低下することを明らかにし

た [48]. 「構造的隙間が乏しい研究者」とは，その研究者が属する社会的ネットワークが比

較的均質な情報源やアイデアに限られ，異なる情報源や社会集団間のつながりが少ない状態

を指す．このような状況は，新しい情報や異なる視点の流入が制限されるため，新規性のあ

るアイデアや特許を生み出しにくい環境を形成する．構造的隙間を通じて異なる知識領域や

専門分野の情報が流入することで，新規性のあるアイデアや解決策の創出が促進される．

さらに過去に引用特許数が多く，引用数があり構造的隙間が大きい研究者ほど，その後イ

ノベーション創出が高くなることも明らかにした [51]．また Tortorielloらは，社外への構

造的隙間を豊かに持つ従業員ほど，イノベーション（特許数）が高くなることを示した [52].

構造的隙間が豊富な人は，多様な情報源から得た知識を組み合わせることで，斬新なアイ

ディアを生み出す可能性が高まる．一方，構造的隙間の乏しい人は，似通った情報やアイデ

アの中で作業を行うことが多く，それにより新規性のある発見やイノベーションの機会が失

われる．

このように構造的隙間がもたらすものとして，創造性，イノベーションが多く，直ちに結

果に反映されるというよりは，長期的な過程を経て次のステップヘと繋がる傾向にあること

を示唆している．研究や開発の過程において徐々に統合され，将来的に重要な結果につなが

る可能性がある．そのため，短期間での成果だけを求めるのではなく，長期的な視野を持つ
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必要がある．

構造的隙間の関連理論としては 1973年に Granovetterによって提唱された，「弱いつ

ながりの強さ理論 (strengthof weak ties)」［40]が挙げられる．この理論はネットワーク

の密度の低さがもたらす影響の大きさに関するものであり， 12年後の 1985年には，より

ネットワークの構造に着目した上でより密度の高さに着目した「エンベデッドネス理論

(embeddedness)」が発表された [6].Granovetterはソーシャルネットワーク研究の発展に

おいて大きく貢献した人物であり，中でも「弱いつながりの強さ理論」は社会学の本質とさ

れるミクロマクロ問題の解明につながるのではないかとされている．

次項では，それぞれの弱いつながりの強さ理論とエンベデッドネス理論について示す．

弱い紐帯の強さ理論

弱い紐帯の強さ理論は， 1973年に Granovetterによって提唱された [40].Granovetter 

は紐帯の強さについて以下のように述べている．

項目 1紐帯の強さとは，共に過ごす時間量，情緒的な強度，親密さ，助け合いの強度と言う

4次元をおそらく線形的に組み合わせたもの．これらの構成要素は明らかに相互に高

い相関があるが，それぞれ他の要素からある程度は独立している．当面の目的にとっ

ては，大まかに客観的なレベルで合意できれば充分である．

項目 2AとBとの間，および AとCとの間が強い紐帯で結ばれている場合， BとCはいず

れも Aに似ているのだから，両者が似ている確率も高い． 3者関係において， A-C,

A-Bが強い紐帯の場合， C-Bは弱い紐帯である関係は絶対に起こらないと言う極端

な仮定をおくことにする（図 2.12).

項目 3すべての強い紐帯はブリッジ (2つの点をつなぐ唯一のルート）ではない．

弱い紐帯の強さ理論はソーシャルネットワーク研究であり，紐帯の構造に関する理論であ

る．しかし項目 1は紐帯の強さについて紐帯の強さを定義する際に，共に過ごす時間の量，

情緒的な強度，親密さ，および助け合いの強度という四つの質的な次元を考慮していること

から，質的観点から述べていると言える．人間関係（ネットワーク）は，個人に与える影響と

して大きなものであるが，実際の研究においてデータを取得することは難しい．よって，先

行研究の多くが関係性の属性（家族，知人など）や項目 1に示す 4次元をアンケートによっ

て把握し，その回答から紐帯の強弱を判別している [53,54]．しかしながら Granovetterの

提唱した議論は，紐帯の構造に着目しており，実際の研究手法とは離れてしまっているのが

現状である [55-57].

項目 2は弱い紐帯，強い紐帯の出現に関する説明である．これはホモフィリーの議論と関

係性がある．はじめ， BとCはつながりがないが， Aという共通のつながりを持っている

（図 2.12)．人は同じような属性をもった人とつながりやすいというホモフィリーの考え方
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／ 弱い紐帯の出現

強い紐帯の出現

図2.12 3者における紐帯の関係性

からも，弱いつながり方ではなく強いつながり方になると仮定している．よって強い紐帯を

持っている場合，弱い紐帯を生み出すことは難しい． A-BとA-Cの両方が弱い紐帯であっ

た場合， B-Cが繋がる可能性は少ない． A-B,A-Cがつながるルートが一つしかない場合を

ブリッジといい，このことから弱い紐帯の場合は必ずブリッジであることになる（項目 3).

弱い紐帯における重要な要素として，情報伝搬とミクロマクロ問題の解決が挙げられる．

弱い紐帯がもたらす大きな要素の 1つに，情報が挙げられる．弱い紐帯は強い紐帯に比べて，

情報をより多数の人々に到達させる可能性がある [40]．また個人に対して有用だと思える情

報は，弱い紐帯からもたらされる場合が多い [58]．弱い紐帯の強さについて Granovetterが

明らかにした研究においても，転職に際し有用な情報をもたらした人との関係性について調

べた． ミクロマクロの問題に関しては， ミクロレベルの相互作用がマクロレベルのパターン

にしつかりと関連付けられていないことに，現代社会学の理論の根本的な弱点があるとグラ

ノヴェターは考えていた．情報伝搬の観点から，弱い紐帯はより多くの人々に情報をもたら

す可能性があり，これはまさしくミクロからマクロヘの関連付けと言える．このような観点

からミクロマクロの現象説明において，弱い紐帯の強さ理論は有用であると言われている．

エンベデッドネス理論

1985年には Granovetterがエンベデッドネス狸論「経済学の文脈において，ビジネスは

つながりの構造に影響される」を提唱した [6]．この考えは，密なつながりを持つネットワー

クについての理論であり，彼が初期に提唱した弱い紐帯の強さ理論 [40]よりも，よりネット

ワーク構造に着目した理論である．この理論は，経済学への疑問から生まれたものである．

具体的には，これまでの経済学においては，ビジネス活動における人脈やネットワークと
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言ったものを考慮せず，市場という大規模な制度にのみもっぱら着目しており，結果として

取引や情報交換が一瞬で行われるものと仮定されている．

伝統的な経済学，特に近代経済学においては，個人が自己利益を最大化するよう意思決定

を行うという前提が置かれている．この枠組みでは，個人間の関係性や社会的なつながりは

考慮されていない．この点に対処するため，ソーシャルネットワーク研究は，社会的なつな

がりや紐帯の構造が意思決定における重要な役割を果たすことを明らかにした．特に，経済

活動が埋め込まれている社会的な関係性，いわゆる「エンベデッドネス」の概念は，個人の

意思決定が単に自己利益に基づくのではなく，その人が属する社会的なネットワークによっ

ても影響を受けることを示唆している．この理論的枠組みは，近代経済学における個人の意

思決定の理解を深めるためにも重要である．しかしながら，この理論に関する研究者間での

定義は多岐にわたり，複数の研究者がこの理論の精緻化に取り組んでいる [59,60].

2.5 ソーシャルネットワークの数学的表現

本論文では，ソーシャルネットワークの数学的表現の重要性とその基礎について考察す

る．ソーシャルネットワークの数学的表現とは，その構造を数学の言語，特にグラフ理論

を用いて記述することである（図 2.13)．ここでいうグラフとは，ノード（頂点）とエッジ

（辺）の集合で構成される数学的な構造のことを指す．ノードはソーシャルネットワークに

おける個人や組織を，エッジはそれらの間の関係やつながりを表す（表 2.3)．ソーシャル

ネットワークとグラフ理論では用語が異なる場合があるが，科学的な文献ではしばしば同義

語として区別なく用いられている．

グラフ理論を用いることで，ネットワーク内のパターンの特定，中心性の測定，サブグ

ループの同定，ネットワークのダイナミクスのモデリングなど，多様な分析が可能になる．

これにより，人々の相互作用や情報の流れ，影秤力の拡散など，ソーシャルネットワーク内

で発生する現象をより深く理解することができる．本研究では，ネットワーク閉鎖性と構造

的隙間を数式表現する際に用いている．

表 2.3 ネットワーク科学とグラフ理論の違い

ネットワーク科学 グラフ理論

ネットワーク

ノード

リンク

グラフ

頂点

辺，エッジ

ノード数は N に示され，その系内で結合している要素数を表し，ネットワークの大きさ

と呼ぶ場合がある．ノードを区別するために， i=l,2,...,Nとラベル付する． リンク数

Lは，ノード間の相互作用の総数を表す．図 2.13の場合は， N= 6,L = 9である．ネット
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頂点--... 
,-’ ノート

図2.13 無向グラフ例 図2.14 有向グラフ例

ネットワーク，グラフ表現例

ワークには，有向と無向が存在する．すべてのリンクに向きがなければ無向グラフ，向きが

ある場合は有向グラフと呼ばれる．図 2.13は無向グラフ，図 2.14は有向グラフである．

ノードの持つ重要な性質の 1つとして，次数が挙げられる．次数とは，ノードから他の

ノードヘ向かうリンク数である．あるネットワークにおける i番目のノードの次数をんと

すると，リンク数はノードの次数の合計 L=½ 区::1 kiとなる．ネットワーク内のノード

ごとの次数を，ネットワーク全体での平均値を算出したものを平均次数という．無向グラフ

における平均次数は<k >＝点 L::1ki =待となる．図 2.13の平均次数はく k>= 3と

なる．

有向グラフの次数は，リンクの向きを考慮した入次数 k戸と出次数 kfutに区別される．

i番目のすべての次数，総次数は ki= k戸十 k『utとなる．よって有向グラフにおけるリン

ク数は L= L::1k『=こtN=1k臼となる．よって平均次数はく kin>＝点 L::1kr =< 

kout >= 1J L::1 k臼＝〖で与えられる．
このノードとリンクは，ソーシャルネットワーク研究において表 2.4のような例が挙げら

れる [61]．つまり研究対象によって，頂点と辺になり得るものは異なる．
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表 2.4 ネットワークの例

ネットワーク ノード リンク 有向・無向 N L <K> 

ィンターネット ルータ インターネット接続 無向 192,244 609,066 6.34 

WWW  Webページ リンク 有向 325,729 1,497,134 4.6 

電力網 発電所，変電所 ケーブル 無向 4,941 6,594 2.67 

携帯電話の発信 ユーザ 発信 有向 36,595 91,826 2.51 

電子メール メールアドレス メール 有伺 57,194 103,731 1.81 

共同研究 科学者 共著 無向 23,133 93,437 8.08 

俳優の共演 俳優 共演 無向 702,388 29,397,908 83.71 

論文引用 論文 引用 有向 449,673 4,689,479 10.43 

E. Coliの代謝 代謝 化学反応 有伺 1,039 5,802 5.58 

タンパク質相互作用 タンパク質 相互作用 無向 2,018 2,930 2.9 
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3 研究者組織のネットワーク構造と研究成果（アウトカム）の

関係

2001年の Burtの論文において，成果と紐帯の構造を考えたときに，構造的隙間とネッ

トワーク閉鎖性のどちらも重要であることが指摘されている [13]．しかしながら，構造的隙

間とネットワーク閉鎮性がどのように組み合わされたネットワーク構造が，どのような成果

をもたらすものであるかは，明確にはされていない．そこで，本研究においては科学研究費

助成事業（学術研究助成基金助成金／科学研究費補助金）を遂行する，研究課題ごとの研究

者組織におけるネットワークの紐帯構造と研究成果の関係性について検討を行うこととす

る [62].

3.1 日本における研究力の低下傾向

日本の研究力は，年々低下しているとされる． OECDの購買力平価で換算した大学部門

の研究開発費名目額からは， EUやアメリカ，中国などが研究費を増加させている一方で，

日本における研究開発費は 2000年代以降，ほぼ横ばいから減少しており， 2020年には 2.06

兆円となっている（図 3.1)[14]. 1990年代に日本よりも開発費が少なかった中国において

は，研究開発費が現在 4兆円を超えており，日本の約 2倍の資金を投入している．

1998年から 2000年において，日本は 1年あたり約 70,000本の論文が掲載され世界 2位

であった（表 3.1). 2008年から 2010年では，論文数は 1年あたり約 75,000本と論文数は

増加しているが，中国， ドイツ，イギリスの伸びが大きく，世界 5位であった． 2018年か

ら2020年においても，論文数は増加しているものの世界 5位と世界の論文投稿数の伸びに

追いつくことができていない．

また ToplO％補正論文数とは，被引用回数が各年各分野で上位 10%に入る論文の抽出

後，実数で論文数の 1/10となるように補正を加えた論文数を指す（表 3.2)．国・地域別

Top10%においては，論文数で日本より順位が高い中国，米国，英国， ドイツだけでなく，

イタリア，オーストラリア，カナダ，フランス，スペイン，インド，オランダなど欧米やア

ジアの国々にも抜かれている．

表 3.1と図 3.1から， 3つの期間 (1998年～2000年， 2008年～2010年， 2018年～2020

年）での平均論文数と平均大学部門の研究開発費名目額 (OECD購買力平価換算）を比較し

た結果を図 3.2と表 3.3に示す．日本を除いて，すべての国が論文数，研究開発費が増加し

ている．相関係数は 0.87であり，論文数と研究開発費の間には明確な関係性が存在するこ

とが示唆されている．

研究力の低下については，さまざまな議論がなされている．河村は，運営交付金と被引
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● EU-27 

大学部門の研究開発費名日額 (OECD購買力平価換算）

（文部科学省科学技術・学術政策研究所，「科学技術指標 2022」[14]を基に，著

者が加工・作成）

図3.1

表 3.1 国・地域別論文数（上位 25カ国）

（文部科学省科学技術・学術政策研究所，「科学技術指標 2022」[14]を基に，

著者が加工・作成）
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用論文数の比較を行い，国による研究機関への財源支援（運営費交付金）が研究パフォー

マンスに影響していないことを明らかにした [63]．また伊神は，日本の大学（理工農分野）

を対象に 1980年代からの論文数，研究者数，研究開発費の長期マクロデータを用いて分析

を行っているが，その結果，論文数の減少には， 1)研究時間割合を考慮した教員数の減少

(2000年代半ば～2010年頃）， 2)博士課程在籍者数の減少 (2010年頃以降）， 3)原材料費

のような直接的に研究の実施に関わる費用の減少 (2010年頃以降）といった複合的な要因

があることを明らかにしている [64]．さらに内閣府が実施した，研究資金配分と論文アウト
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表 3.2 国・地域別 ToplO％補正論文数（上位 25カ国）

（文部科学省科学技術・学術政策研究所，「科学技術指標 2022」[14]を基に，著

者が加工・作成）
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図3.2 平均論文数と平均大学部門の研究開発費名目額 (OECD購買力平価換算）比較

（文部科学省科学技術・学術政策研究所，「科学技術指標 2022」[14]を基に，著

者が加工・作成）

プットの分析では，論文成果には科学研究費助成事業（以下，科研費）や運営費交付金の方

が，その他競争的資金よりも効果的であることが示されている [65]．文科省や内閣府におい

ても日本の研究力低下は課題とされており，令和 4年版科学技術・イノベーション白書では

「我が国の研究力～科学技術立国の実現～」として，科学技術・イノベーション政策や研究力

を支える人材育成・研究環境整備について記載されるなど注目されている問題である [66].

しかしながら，先行研究でさまざまな要因分析がされているが，研究費が研究成果に繋がっ

ているという明確な結果はない．
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表3.3 平均論文数と平均大学部門の研究開発費名目額 (OECD購買力平価換算）比較表

年 日本 米国 ドイツ フランス 英国 中国 韓国

大学部門の研究開発費名目額 (OECD購買力平価換算）平均（兆円）

1998 -2000年 2.24 4.45 1.36 0.90 0.75 0.38 0.30 

2008 -2010年 2.05 6.30 1.68 1.17 1.15 1.72 0.60 

2018 -2020年 2.08 8.06 2.64 1.50 1.35 4.20 0.92 

論文数

1998 -2000年 71401 231096 65299 47773 63958 25864 12106 

2008 -2010年 75415 297349 82417 60908 79352 122768 36854 

2018 -2020年 86317 398859 114320 77529 121494 466410 65416 

3.2 検証データ：科学研究費助成事業

本研究では，我が国におけるもっとも包括的な研究資金である科学研究費助成事業（学術

研究助成基金助成金／科学研究費補助金）を取り上げる [62]．科学研究費助成事業に関す

るデータは，科学研究費助成事業データベース「KAKEN」より取得した [67]. 「KAKEN」

は大学共同利用機関法人情報・システム研究機構国立情報学研究所によって支援，運営され

ているデータベースであり，文部科学省および日本学術振興会が交付する科学研究費助成事

業により行われた研究の当初採択時のデータ（採択課題），研究成果の概要（研究実施状況

報告書，研究実績報告書，研究成果報告書概要），研究成果報告書及び自己評価報告書を収

録している [68]．科学研究費助成事業は全ての学問領域にわたって幅広く交付されているた

め，我が国における全分野の最新の研究情報について検索できるデータベースと言える．

本研究で対象としたデータは下記の範囲であり，データ件数は 144,900件である．

•研究開始年度 : 2006年度～2017年度（平成 18年度～平成 29年度）

•研究課題ステータス：完了

•研究種目 ：基盤研究 (A)，基盤研究 (B)，基盤研究 (C)

•データ取得日 : 2022/04/20 

研究開始年度とは，科学研究費助成事業において研究費が採択され，研究が開始される

年度を指す．科学研究費助成事業における研究費の申請，審査，および研究費の交付スケ

ジュールは， 2022年度の募集から変更されている（図 3.3参照）．例えば， 2006年度の研究

費を受けるためには，研究開始の前年度である 2005年の 11月上旬に申請を行う．その後，

12月から始まる第 1段階の審査と，翌年 2月から始まる第 2段階の審査を経て， 2006年

6月に研究費の交付が決定され，研究が開始される． 2022年度の募集では，基盤研究 (A)
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と基盤研究 (B)(C)のスケジュールがそれぞれ異なる． 2023年度募集では，審査結果の通

知（交付内定）が 2022年 2月下旬に行われるため，時期を考慮した研究計画が必要であ

る [69,70]．本研究では， 2006年度から 2017年度にかけて開始された研究データを対象と

しており，審査プロセスはすべて同じ時期に行われている．したがって，審査期間の違いに

よる影轡は考慮されない．

研究開始前年度 研究開始年度

7 
2006年度～2021年度募集の場合

8 ， 10 1 1 12 2 3 4 5 

内

基盤研究(A),(B),(C) 公募 第1段審査， 第蘊昌疇~ 定

受 通

付 知

送
付

2022年度募集 審

公募 書面審査／合議審査
査 交

交付申請

基盤研究(A) l各
結 付
果 内
通 定
知

審

公募 2段階書面審査
査 交

交付申請

l各
結 付

基盤研究(B),(C) 果 内
通 定
知

図3.3 科学研究費助成事業スケジュール

（平成 23年度，平成 27年度科学研究費補助金公募要領 [71,72]，公募から交付

決定までのスケジュール（令和4(2022)年度） ［69]より著者作成）
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研究課題ステータスは 7つのパターンがある（表 3.4)．研究期間中に中断や終了がなかっ

た場合には，研究課題は「採択」から「交付」，そして「完了」へと進行し，最終的に完了す

る．本研究では，研究成果報告を基に成果を検討することを目的としているため，ステータ

スが「完了」とされる研究課題のみを対象にしている．

科学研究費助成事業では，研究種目での募集が行われている．研究期間や研究費上限，研

究者の年齢や研究を行う人数などの制限がある．基盤研究 (A)，基盤研究 (B)，基盤研究

(C)は，「1人又は複数の研究者が共同で行う独創的・先駆的な研究であり，基本的に 2年～

4年の研究期間（企画調査は 1年）」である [73]．科学研究費助成事業内での基盤研究課題

数が多いことから，本研究では基盤研究 (A)，基盤研究 (B)，基盤研究 (C)を対象とした．

また，基盤研究 (A),(B),(C)の違いは，研究配分額（研究費）である（A:2,000万円以上

5,000万円以下， B:500万円以上 2,000万円以下， C:500万円以下）．したがって，それ

ぞれの研究種別において研究規模の違いと捉えることができる．基盤研究 (A)は大規模で

あり，基盤研究 (C)は小規模とみなすことができ，これに基づいて分析を進める．

抽出されたデータより，本研究にて利用したデータは 7項目である（表 3.5).

研究課題／領域番号は，研究課題ごとに一意に割り当てられる英数字である．研究期間は

研究開始年と終了年度より算出した．研究者 IDは研究者に割り当てられる一意の IDであ

るが，一部付与されない場合ある．研究課題の代表研究者，分担研究者について，研究者ID

が明記されている場合，所属研究機関や他の研究課題への参加に関する情報を取得すること
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表 3.4 研究課題ステータス

（研究課題碁本情報 [74]より著者作成）

I 研究課題ステータス 1 状況

採択 交付内定がなされた課題

交付 交付決定がなされた課題

留保
産前産後の休暇又は育児休業により，

交付申請の留保の手続きがなされた課題

中断
産前産後の休暇又は育児休業により，

研究課題の中断の手続きがなされた課題

採択後辞退 交付申請の辞退の手続きがなされた課題

中途終了 研究課題の廃止の手続きがなされた課題

完了
完了した課題

最終年度の実績報告書または研究成果報告書が登録

表 3.5 科研費データ項目一覧

I項目名 l内容

研究課題／領域番号 研究課題ごとに一意に割り当てられる英数字

研究期間 研究開始年と終了年度より算出

研究者 ID 研究者に割り当てられる ID 一部，付与されない場合あり

研究分野 審査における研究領域

総配分額 全ての研究期間で配分された研究費

雑誌論文数 研究課題での研究成果

学会発表数 研究課題での研究成果

が可能である．

研究分野の判定には，審査区分を利用した．審査区分とは，審査のために利用される区分

であり，応募者が自ら応募研究課題に最も相応しい区分を選択する．学術分野を区分するも

のではないが，研究における分野の判断を行う際には利用可能であると考えた．審査区分は

概ね 5年ごとに見直しを行うことを通例としており， 2006年度と 2018年度に大幅な改訂が

行われた． 2017年度までは「系・分野・分科・細目情報」が利用されていたが， 2018年度

以降は「小区分，中区分，大区分」が使用されている．そのため本研究の使用データ期間を

2006年度から 2017年度とし，審査区分にて分野を判定している．

本研究で利用したデータの審査区分には「系・分野・分科・細目情報」が記載されており，

系，分野，分科，細目情報の順に研究分野区分が細分化されている [75]．特設分野研究や時
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限付き分科細目など，期間限定での審査区分については分野「その他」とした．

総配分額は全ての研究期間で配分された研究費を示しており，直接経費と間接経費の合計

である．雑誌論文数や学会発表数は， KAKENから抽出されたデータを用いている．雑誌

論文内の分類として，国際共著，査読あり，オープンアクセス，学会発表内の分類として国

際学会，招待講演がある．しかし本研究では分類データは用いずに分析した．そのほかの研

究成果として，学会・シンポジウム開催，図書，プレス／新聞発表，産業財産権，文献書誌な

どがあるが，成果の質を判断することは，雑誌論文や学会発表に比べて難しいため，本研究

では成果の指標として用いていない．

3.3 ネットワーク閉鎖性と構造的隙間に関する指標の算出

本研究ではネットワークの紐帯構造と研究成果の関係性について，紐帯構造の中でもソー

シャルネットワーク理論におけるネットワーク閉鎖性と構造的隙間に着目する．各研究課題

を研究組織と見倣し，ネットワーク閉鎖性と構造的隙間の指標を研究課題ごとに以下の手順

で算出し，本研究で分析する研究者組織データを作成した．

ネットワーク閉鎖性

ネットワーク閉鎖性は，組織内部の紐帯の密度の高さ，つながりの強さを示す指標であ

る．本研究では研究者組織としてのネットワーク閉鎖性を，研究課題に関わる人のうち，研

究代表者と同じ研究機関に所属している人の割合として定義した（式 3.1)．研究者 IDが設

定されていない研究者も，当該研究課題に関わる人数に含め算出している．

ネットワーク閉鎮性＝
研究代表者と同じ研究機関に所属する人数

研究課題に関わる人数
(3.1) 

例を図 3.4に示す．研究課題 Aは， 3名の研究者が関わっており，代表研究者と同じ研究

1 
機関に所属する人は，代表研究者 1名のみである．その場合，ネットワーク閉鎖性はーとな

3 
る．研究課題 Bは，連携研究者を含め 4名が関わっており，研究代表者と同じ研究機関に

所属する研究者は代表研究者と連携研究者 1名の計 2名である．その場合ネットワーク閉鎖

2 1 
性はー＝ーとなり，研究課題 Bの方が研究課題 Aよりも研究者組織としてネットワーク閉

4 2 
鎖性が高い．

構造的隙間

構造的隙間に関する指標を算出するにあたり，研究課題と研究者からなる 2部グラフを，

それぞれのネットワークに変換する．なぜならば，実社会においては研究者のネットワーク

によって研究課題が成り立っているが，本研究では研究課題を 1つの研究者組織と見倣し分

析を行う．そのため，研究課題と研究者からなる 2部グラフから研究課題間のネットワーク
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研究課題A

代表研究者 研究者JD: 00000001 
所属 ：S大学

共同研究者 研究者ID: 00000002 
所属： M大学

研究者ID: 00000003 
所属： M大学

研究課題B

代表研究者 研究者ID: 00000011 
所属 ：S大学

共同研究者 研究者ID: 00000012 
所属： M大学

連携研究者 研究者ID：なし
所属 ：なし

研究者ID: 00000013 
所属 ：S大学

研究代表者と同じ研究機関に所属する人数 1 

研究課題に関わる人数 3 
＝ 

研究代表者と同じ研究機関に所属する人数 2 1 
＝ ＝ 

研究課題に関わる人数 4 2 

図3.4 ネットワーク閉鎖性算出例

を算出した．

図3.5の場合，研究課題 Aは研究者 aのみとつながっており，研究課題 {B,C,D}は研究

者 dを介して繋がっている．また研究者から見ると，研究者 {d,e}は研究課題 Cを介して

つながっている．このように 2部グラフからそれぞれのネットワークに変換することを，プ

ロジェクションという．

2部グラフ

研究者

研究課題 研究者

RA  ④ 口
図3.5 2部グラフからの変換例

構造的隙間に関する指標は， Burtによって定義されたネットワーク拘束度 (network

constraints)を用いる [76]．ネットワーク拘束度とは’'構造的隙間の欠如”を表す指標であ

り，構造的隙間が大きい時ネットワーク拘束度の値は小さくなる．よって本研究では構造的

隙間を，ネットワーク拘束度 Ciを用いて構造的隙間＝ 1/Ciとした．ここで¢はノード i

のネットワーク拘束度であり，定義式を図 3.6のネットワークを例に示す．

ネットワークノード iに隣接するノードの集合を Qiとすると，ノード iに対する jの拘
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図3.6 構造的隙間算出例

束度 Cijは，

ctJ = （四＋と叫k])2,i # K # j 

kEQ八{i}

であり，ノード iの拘束度Cは，

(3.2) 

Ci=  L Cik 
kEQi 

(3.3) 

で計算される． Pijはiから jの投資量であり，

句＋ Zji
Pii = 

江 EQi(z心＋叩）
,i=/-k 

で定義される．ここで式に含まれる Zijはiから jにおける関係の強さを表し，

と磁＝ 1
kEQi 

(3.4) 

(3.5) 

とする．また，各ノードからの関係の強さは等分配であると仮定する．ただし隣接するノー

ド数が 0の場合は，ネットワーク拘束度を算出できないため 1.5とする．

3.4 統計分析によるネットワーク構造と研究成果（アウトカム）の関係の

把握

基本分析により，本研究で使用する科学研究費助成事業データの把握を行うとともに，統

計分析により，ネットワーク構造と研究成果（アウトカム）の関係の把握を試みた．
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図 3.7に研究課題の実施開始年と，開始年に開始した研究課題件数を示す． 2011年から

2016年にかけて研究課題数が増加し， 1年当たり約 12,000件の研究課題が採択されている．

その要因として， 2011年からの基金化や調整金の導入や採択率の改善が挙げられる [77].

2010年度までの国の補助金制度では，研究費は各年度で予算措置されるため，原則その年

度に交付された金額の範囲内でしか使用できなかったそのため研究の進捗に応じて，研究

費の前倒しや繰越ができず，使い勝手の悪い研究費となってしまっていた．そこで 2011年

度より日本学術振興会が基金化や調整金の導入を行い，研究機関における柔軟な執行を可

能としたまた，採択率に関しては 2011年度より小規模な研究種目について大幅な改善を

図った．

2017年度は研究課題件数が少ないが，これは本研究では研究課題が完了しているものを

対象としているためである．留保や中断などにより研究課題期間が延長され，データを取得

した時点において完了処理がされていない研究課題は含まれていない．

16000 

14000 

12000 

扱辻 1 00 00 

8000 

6000 

4000 

2000 

゜2006 2007 2008 2009 2010 2011 2012 2013 2014 2015 2016 2017 

■基盤研究(C) 6785 7802 7451 7719 7946 9341 9512 9812 10262 10992 10933 8668 

■基盤研究(B) 2717 2649 2601 2748 2476 2553 2559 2477 2581 2669 2738 2200 

■基盤研究(A) 520 543 545 600 623 600 694 641 568 526 487 362 

図3.7 年度研究種別別研究課題件数

図3.8に研究種別別研究課題期間を示す．横軸は研究課題期間（年）である．多くの研究

課題の期間が 3年であるが，最小 1年，最大 7年と研究期間に幅がある．

図3.9, 図 3.10示す研究種別別の合計総配分額，平均分配額からも， 2011年度からの基

金化や調整金の導入や採択率の改善による変化が確認できる．しかしながら総配分額が増加

したのは基盤研究 (C)のみであり，基盤研究 (A)(B)は減少傾向にある．また， 1件あたり

の分配額に大きな変化は見られない．
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研究分野ごとの研究課題数を図 3.11に示す．医歯薬学分野の研究数が最も多く，次いで

社会科学，工学が多い．工学は他の分野に比べて，基盤研究 (A)(B)の件数割合が多い特徴

がある．

相関関係

ここで，ネットワーク構造と研究成果（アウトカム）の関係性を相関係数を用いて把握す

る．表 3.6にネットワーク構造（ネットワーク閲鎖性，構造的隙間）を含む研究者組織デー

タの相関係数行列を示す．

表 3.6より，分担研究者数と構造的隙間の相関係数は 0.7と正の相関がある．分担研究者

数は，研究課題に参加する研究者の数を示しており，一般的には多くの研究者が参加するほ

ど，研究の分野やテーマに対する多様な知識や専門性が集まる傾向が考えられる．よって研

究課題ごとの研究者組織におけるネットワークにおいて，分担研究者数が増えると，その結

果として多様な知識や専門性が集まり，構造的隙間が大きくなると考えられる．

また研究分担者以外の連携研究者や研究協力者と構造的隙間の相関が 0.29と低く，相関

関係が見られなかった．一般に，連携研究者や研究協力者は，対象の研究課題以外の研究課

題に関与しない場合が多いと考えられる．そのため，彼らが直接的に構造的隙間を大きくす

る役割を果たす可能性は，研究分担者と比べて低い．また，研究分担者とは異なる組織や専

門領域からの連携研究者や協力者が関与する場合，彼らの貢献が構造的隙間を増やすことに

直結しない場合もある．したがって，研究分担者以外の連携研究者や研究協力者と構造的隙

間の相関が低い理由として，彼らの関与の性質や程度が，構造的隙間を広げることにつなが

らない場合があることに起因すると考えられる．

ネットワーク閉鎖性と分担研究者数の相関係数は-0.39と弱い負の相関であった．これは

分担研究者数が多い研究者組織ほど，代表研究者とは異なる組織の研究者も含まれている可

能性がある．科研費に申請を行う際，同じ組織内研究者のみで構成された研究者組織より

も，異なる組織の研究者も含まれた研究者組織の方が審査において有利である可能性があ

る．同じ組織のみで構成された研究者組織は，研究者間の情報共有や打ち合わせなどがしや

すく，成果を出すまでのスピードが速い可能性がある．これはネットワーク閉鎖性の観点か

らも説明することができる．しかし研究は，今まで明らかとなっていない事象を明らかにし

ていくことが目的であるため，イノベーションが璽要となる．イノベーションの観点から

は，異なる組織や分野の人との関わりが多い，つまり構造的隙間が大きい方が良い．よっ

て，ネットワーク閉鑽性と分担研究者数の相関係数は負の相関があることが考えられる．

また，ネットワーク構造（構造的隙間とネットワーク閉鎖性）と一般的に研究成果とみな

される項目（雑誌論文数と学会発表数）の相関係数は-0.14から 0.32と低く，明確な関係性

は見られなかった．ソーシャルキャピタルの概念は，人々や組織間の信頼，ネットワーク，

情報共有などの関係性に焦点を当てている．このような関係性が最大化されると，情報やリ
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ソースの共有が円滑に行われ，意思決定や問題解決が効率的に行われることが期待される．

しかし，これらのプロセスが直接的に雑誌論文数や学会発表数と結びつくわけではない．む

しろ，ソーシャルキャピタルが最大化される状況では，新たなアイデアやイノベーションが

生まれやすくなり，組織やコミュニティ全体の成果や影響力が向上することが期待される．

したがって，ソーシャルキャピタルが最大化される状況では，雑誌論文数や学会発表数より

も，より深い関係性や協力体制が重視され，それが組織やコミュニティの持続可能な成長や

イノベーションがアウトカムとして生まれている可能性があることが，木廿関係数から示唆さ

れる．しかしながら，ネットワーク構造と研究成果（アウトカム）の関係性は研究規模，っ

まり研究種別ごとに違いがある可能性がある．そこで，研究種別別の相関係数行列算出した

（表 3.7,表 3.8,表 3.9).

結果として，分担研究者数と構造的隙間の相関係数が，基盤研究 (C)0.61に比べて，基盤

研究 (B)0.67と基盤研究 (A)0.73と高い．研究種別を研究規模の違いとみなすと，研究規模

が大きくなるにつれて，異なる組織や専門領域からの研究者が関与する割合が増え，その結

果，構造的隙間がより大きくなる可能性がある．つまり，大規模な研究課題では，多様な専

門知識や視点が集まることで，構造的隙間が拡大しやすくなるということが考えられる．ま

た，分担研究者数とネットワーク閉鎖性の相関が基盤研究 (C)-0.30,基盤研究 (B)-0.41,基

盤研究 (A)-0.42と，規模が大きくなるにつれて減少していることからも，同様の傾向が示

唆される．つまり，大規模な研究者組織では，研究者同士の結びつきが弱まり，ネットワー

クがより開かれた構造を持つ可能性が高まると考えられる．これは，異なる組織や専門領域

からの研究者が関与することで，より多様な視点やアプローチが導入され，研究の多様性や

創造性が促進される可能性があることを示唆している．

またネットワーク構造（構造的隙間とネットワーク閉鑽性）と一般的に研究成果とみなさ

れる項目（雑誌論文数と学会発表数）の相関係数は，基盤研究 (A)，基盤研究 (B)，基盤研

究 (C)のすべてにおいて低く明確な関係性は見られなかった．これは，異なる研究種別やプ

ロジェクトにおいて，ネットワーク構造と雑誌論文数，学会発表数の間に一貫したパターン

が見られないことを示している．

しかし構造的隙間と雑誌論文数の相関係数は，規模が大きくなるにつれてわずかではある

が増加している．これは規模が大きくなるにつれて，（1)研究成果数が大きくなる，（2）代表

研究者とは異なる所属の研究者数が多くなり構造的隙間が大きくなる，の 2つの要因によっ

てもたらされた擬似相関である可能性が考えられる．具体的には，規模が大きくなるにつれ

て，研究者組織に関与する研究者の数が増えるため，研究成果の数も増加する傾向がある．

さらに，大規模な研究者組織では，異なる組織や専門領域からの研究者が関与する割合が高

くなることがあり，これにより構造的隙間が広がる可能性がある．したがって，規模が大き

くなると，研究成果数の増加と構造的隙間の拡大という 2つの要因が相まって，雑誌論文数

と構造的隙間の間に増加する相関が見られたと推測される．
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表 3.6 研究者組織データの相関係数行列

分担研究者数 その他人数 総配分額
分野分科種類数 ネットワーク

構造的隙間 雑誌論文 学会発表
科研費数 科研費数

（以前） 閉鑽性 （以前） （以降）

分担研究者数 a 1.00 

その他人数 b 0.11 1.00 

総配分額 0.36 0.15 1.00 

分野分科種類数
0.39 0.08 0.25 1.00 

（以前）C

ネットワーク
-0.39 -0.43 -0.21 -0.29 1.00 

閉鎖性

構造的隙間 0.70 0.29 0.34 0.45 -0.41 1.00 

雑誌論文 d 0.32 0.10 0.39 0.13 -0.14 0.32 1.00 

ち
学会発表 e 0.20 0.09 0.41 0.15 -0.12 0.19 0.59 1.00 

科研費数（以前）f o.81 0.10 0.29 0.45 -0.31 0.77 0.25 0.16 1.00 

科研費数（以降）g 0.80 0.11 0.28 0.34 -0.29 0.77 0.29 0.16 0.85 1.00 

a研究者 IDが付与されている分担研究者数にて算出

b代表研究者，分担研究者を除く研究課題に関わる研究者，協力者数

C 研究課題に関わる研究者が，研究課題 3年前から開始年までに関わった研究課題の分野分科種類数

d対象研究課題期間中に成果として公表した雑誌論文数

e対象研究課題期間中に成果として公表した学会発表数

f対象研究課題が開始される 3年前から開始年までに研究者が関わった研究課題数

g対象研究課題開始年から 3年後までに研究者が関わった研究課題数



表 3.7 研究者組織データの相関係数行列（基盤研究 (A))

分担研究者数 その他人数 総配分額
分野分科種類数 ネットワーク

構造的隙間 雑誌論文 学会発表
科研費数 科研費数

（以前） 閉鑽性 （以前） （以降）

分担研究者数 1.00 

その他人数 0.08 1.00 

総配分額 -0.04 -0.04 1.00 

分野分科種類数
0.41 0.05 -0.02 1.00 

（以前）

ネットワーク
-0.42 -0.34 0.06 -0.31 1.00 

閉鎖性

構造的隙間 0.73 0.37 -0.08 0.47 -0.46 1.00 

雑誌論文 0.36 0.10 0.10 0.13 -0.20 0.37 1.00 

ミ 学会発表 0.13 0.04 0.17 0.11 -0.10 0.11 0.52 1.00 

科研費数（以前） 0.86 0.10 -0.05 0.51 -0.40 0.80 0.33 0.12 1.00 

科研費数（以降） 0.86 0.14 -0.03 0.39 -0.37 0.81 0.36 0.10 0.87 1.00 



表 3.8 研究者組織データの相関係数行列（基盤研究 (B))

分担研究者数 その他人数 総配分額
分野分科種類数 ネットワーク

構造的隙間 雑誌論文 学会発表
科研費数 科研費数

（以前） 閉鑽性 （以前） （以降）

分担研究者数 1.00 

その他人数 0.08 1.00 

総配分額 -0.05 -0.05 1.00 

分野分科種類数
0.35 0.04 0.00 1.00 

（以前）

ネットワーク
-0.41 -0.37 0.11 -0.27 1.00 

閉鎖性

構造的隙間 0.67 0.29 -0.03 0.44 -0.43 1.00 

雑誌論文 0.23 0.04 0.08 0.03 -0.08 0.21 1.00 

ち 学会発表 0.04 0.02 0.15 0.05 -0.01 0.03 0.50 1.00 

科研費数（以前） 0.80 0.08 0.00 0.45 -0.35 0.76 0.17 0.04 1.00 

科研費数（以降） 0.78 0.10 -0.01 0.31 -0.30 0.75 0.23 0.03 0.82 1.00 



表 3.9 研究者組織データの相関係数行列（基盤研究 (C))

分担研究者数 その他人数 総配分額
分野分科種類数 ネットワーク

構造的隙間 雑誌論文 学会発表
科研費数 科研費数

（以前） 閉鑽性 （以前） （以降）

分担研究者数 1.00 

その他人数 0.01 1.00 

総配分額 0.11 0.07 1.00 

分野分科種類数
0.27 0.03 0.12 1.00 

（以前）

ネットワーク
-0.30 -0.46 -0.09 -0.21 1.00 

閉鎖性

構造的隙間 0.61 0.18 0.13 0.34 -0.31 1.00 

雑誌論文 0.08 0.01 0.04 0.01 -0.02 0.11 1.00 

さ 学会発表 0.03 0.04 0.16 0.05 -0.04 0.05 0.53 1.00 

科研費数（以前） 0.77 0.01 0.15 0.34 -0.20 0.72 0.05 0.03 1.00 

科研費数（以降） 0.76 0.02 0.11 0.24 -0.18 0.72 0.12 0.05 0.82 1.00 



重回帰分析 (stepwise法）

ネットワーク構造（ネットワーク閉鎖性，構造的隙間）を目的変数として回帰分析を行い，

ネットワーク構造への影響度の高い要素を把握する．重回帰分析でモデルを作成する際にお

いて，適切な変数を選択できることは重要である．重回帰分析や多重ロジスティック回帰分

析における説明変数（独立変数）を選択する方法として，強制投入法， stepwise法などがあ

る．強制投入法とは，全ての説明変数を一度に投入して目的変数の予測を行う方法である．

全ての説明変数を合わせて，どの程度目的変数を説明することができるのか，調べる際に使

用する． stepwise法は統計的に最も予測率が高いと考えられる変数から順に自動的に投入

される方法である．本研究では適合度が最良の重回帰式を調べ，かつ選択された変数に関し

て適切な説明を行うため， stepwise法を用いることとした．

stepwise法では，最も目的変数と相関の高い説明変数が投入され，その後，偏回帰係数

の有意性が次に最も高くなる説明変数が選ばれ，順に投入されていく．初期モデルを考え，

徐々に説明能力がより大きいまたはより小さいモデルを比較することで，重回帰式を得る．

変数の追加は F統計量の p値によって判断を行う．手順は以下の通りである [78].

1.初期モデルで近似

2.モデルにない任意の項が開始許容誤差よりも小さい p値をもつ場合（すなわち，モデ

ルに加えられた場合にゼロ係数をもつ可能性がない場合），最小の p値をもつ項を追

加し，この手順を繰り返す．

3.モデルの任意の項が，終了許容誤差よりも大きい p値をもつ場合は（すなわち，係数

ゼロをもつという仮説は棄却されない場合は），最大の p値をもつ項を除外して手順

2に進む．それ以外の場合は終了．

本研究においては，ネットワーク閉鎖性，構造的隙間のそれぞれを目的変数とした 2つの

パターンにて分析をおこなった投入する説明変数は相関係数行列で示した変数から，ネッ

トワーク構造（ネットワーク閉鎖性，構造的隙間）と科研費数（以降）との相関が高い科研費

数（以前）を除いた 7変数である．

目的変数：ネットワーク閉鎖性

重回帰分析の結果を表 3.10に示す．また研究種別別の重回帰分析の結果を表 3.11,表

3.12,表 3.13に示す．

空白の列は， stepwise法において採用されなかった説明変数である．回帰式全体のモデル

に対する F検定の p値は p-value=Oであり，有意である．しかし，このモデルで説明でき

る説明変数のばらつき R-Squaredは38.8%と低い．そのため， stepwizeによって得られた

モデルの精度は低いと言わざるを得ない．
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表 3.10 重回帰分析結果（日的変数：ネットワーク閉鎖性）

Estimate SE tStat pValue 

(Intercept) 0.91812 0.0031804 288.68 

゜分担研究者数 -0.060777 0.0011008 -55.21 

゜その他人数 -0.056994 0.00082937 -68.72 

゜総配分額

分野分科種類数 -0.086179 0.0021275 -40.508 

゜雑誌論文 -0.0072998 0.0056157 -1.2999 0.19364 

学会発表 -0.0006076 0.00013076 -4.6464 3.3804E-06 

科研費数（以降） 0.0031246 0.00028876 10.821 2.818E-27 

分担研究者数 xその他人数 0.0050197 0.00019429 25.836 7.511E-147 

分担研究者数 x総配分額

分担研究者数 x分野分科種類数 0.0040827 0.00034834 11.72 l.036E-31 

分担研究者数 x雑誌論文 -0.053591 0.0025707 -20.847 2.2514E-96 

分担研究者数 x学会発表 0.00018618 2.2591E-05 8.2415 1.7144E-16 

分担研究者数 x科研費数（以降） 0.00032141 2.1646E-05 14.849 7.7091E-50 

その他人数 x総配分額

その他人数 x分野分科種類数 0.0031402 0.00037538 8.3653 6.0484E-17 

その他人数 x雑誌論文 -0.051186 0.0010347 -49.467 

゜その他人数 x学会発表 0.00020396 l.5945E-05 12.791 l.93E-37 

その他人数 x科研費数（以降） -0.0004962 6.8829E-05 -7.2089 5.6665E-13 

総配分額 x分野分科種類数

総配分額 x雑誌論文

総配分額 x学会発表

総配分額 x科研費数（以降）

分野分科種類数 x雑誌論文 0.086 0.0052732 16.309 9.6415E-60 

分野分科種類数 x学会発表 0.00018586 5.4838E-05 3.3892 0.00070105 

分野分科種類数 x科研費数（以降）

雑誌論文 x学会発表 0.0022134 0.00017756 12.466 l.1942E-35 

雑誌論文 x科研費数（以降） 0.026292 0.0013097 20.075 1.6243E-89 

学会発表 x科研費数（以降）

p-value = 0, R-Squared: 0.388, Root Mean Squared Error: 0.236 
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表 3.11 軍回帰分析結果（目的変数：ネットワーク閉鎖性，基盤研究 (A))

Estimate SE tStat pValue 

(Intercept) 0.71381 0.02158 33.077 2.296E-222 

分担研究者数 -0.034605 0.0025978 -13.321 5.6327E-40 

その他人数 -0.023378 0.0015556 -15.028 3.1543E-50 

総配分額 2.0254E-09 3.8787E-10 5.2219 l.8243E-07 

分野分科種類数 -0.064047 0.0068098 -9.4052 6.9827E-21 

雑誌論文 0.087874 0.030815 2.8517 0.0043624 

学会発表

科研費数（以降） -0.0023751 0.00084779 -2.8015 0.0051014 

分担研究者数 xその他人数 0.0014169 0.00018902 7.496 7.4293E-14 

分担研究者数 x総配分額

分担研究者数 x分野分科種類数 0.0037434 0.00066643 5.617 2.021E-08 

分担研究者数 x雑誌論文 -0.06212 0.0139 -4.4689 7.992E-06 

分担研究者数 x学会発表

分担研究者数 x科研費数（以降） 0.00016808 3.5646E-05 4.7153 2.4627E-06 

その他人数 x総配分額

その他人数 x分野分科種類数

その他人数 x雑誌論文 -0.054624 0.0052799 -10.346 6.7357E-25 

その他人数 x学会発表

その他人数 x科研費数（以降）

総配分額 x分野分科種類数

総配分額 x雑誌論文

総配分額 x学会発表

総配分額 x科研費数（以降）

分野分科種類数 x雑誌論文 0.12527 0.027665 4.5282 6.052E-06 

分野分科種類数 x学会発表

分野分科種類数 x科研費数（以降）

雑誌論文 x学会発表

雑誌論文 x科研費数（以降） 0.033766 0.0073058 4.6218 3.8752E-06 

学会発表 x科研費数（以降）

p-value = 0, R-Squared: 0.389, Root Mean Squared Error: 0.255 
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表 3.12 軍回婦分析結果（目的変数：ネットワーク閉鎖性，基盤研究 (B))

Estimate SE tStat pValue 

(Intercept) 0.69644 0.025353 27.47 3.799E-164 

分担研究者数 -0.027815 0.0059218 -4.697 2.6514E-06 

その他人数 -0.045416 0.0015929 -28.511 l.631E-176 

総配分額 9.8752E-09 1.4865E-09 6.6433 3.1189E-11 

分野分科種類数 -0.045606 0.010788 -4.2274 2.3714E-05 

雑誌論文 0.11048 0.030257 3.6513 0.00026137 

学会発表 -0.0013807 0.0005881 -2.3478 0.018891 

科研費数（以降） -0.01431 0.0021234 -6.7392 1.6205E-11 

分担研究者数 xその他人数 0.0041863 0.00031896 13.125 3.0271E-39 

分担研究者数 x総配分額 -1.795E-09 3.2262E-10 -5.5626 2.6805E-08 

分担研究者数 x分野分科種類数 0.0043877 0.00081784 5.365 8.1544E-08 

分担研究者数 x雑誌論文 -0.059741 0.0069414 -8.6064 7.892E-18 

分担研究者数 x学会発表 0.00013611 4.8524E-05 2.805 0.0050344 

分担研究者数 x科研費数（以降） 0.00044242 5.0212E-05 8.8109 l.3047E-18 

その他人数 x総配分額

その他人数 x分野分科種類数 0.001904 0.0006143 3.0995 0.0019405 

その他人数 x雑誌論文 -0.050979 0.0026624 -19.148 2.9702E-81 

その他人数 x学会発表 0.00011907 3.2215E-05 3.6961 0.0002193 

その他人数 x科研費数（以降） -0.0002946 0.00011768 -2.5034 0.012305 

総配分額 x分野分科種類数 -l.926E-09 5.9633E-10 -3.2304 0.0012373 

総配分額 x雑誌論文 -5.253E-09 1.6241E-09 -3.2343 0.0012208 

総配分額 x学会発表 8.5586E-11 3.2247E-11 2.6541 0.0079561 

総配分額 x科研費数（以降） 7.1575E-10 l.1813E-10 6.0592 l.3837E-09 

分野分科種類数 x雑誌論文 0.081446 0.01371 5.9405 2.8722E-09 

分野分科種類数 x学会発表

分野分科種類数 x科研費数（以降） 0.00061934 0.00025481 2.4306 0.015079 

雑誌論文 x学会発表 0.0017461 0.00041893 4.168 3.0809E-05 

雑誌論文 x科研費数（以降） 0.045472 0.0034578 13.151 2.1537E-39 

学会発表 x科研費数（以降） -6.845E-05 l.6644E-05 -4.1128 3.9182E-05 

p-value = 0, R-Squared: 0.372, Root Mean Squared Error: 0.258 
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表 3.13 軍回帰分析結果（目的変数：ネットワーク閉鎖性，基盤研究 (C))

Estimate SE tStat pValue 

(Intercept) 1.0389 0.010712 96.982 

゜分担研究者数 -0.047978 0.0021128 -22.708 6.875E-114 

その他人数 -0.097563 0.0030642 -31.839 2.016E-221 

総配分額 -2.354E-08 2.3137E-09 -10.173 2.6943E-24 

分野分科種類数 -0.063263 0.0034465 -18.356 3.8638E-75 

雑誌論文 -0.070829 0.011184 -6.3334 2.4078E-10 

学会発表 0.00043006 0.00018465 2.3291 0.019854 

科研費数（以降） -0.016488 0.0013261 -12.434 l.8171E-35 

分担研究者数 xその他人数 0.010636 0.00043996 24.175 8.966E-129 

分担研究者数 x総配分額

分担研究者数 x分野分科種類数 -0.0079891 0.0010025 -7.9694 l.6105E-15 

分担研究者数 x雑誌論文 -0.055341 0.0029556 -18.724 4.1843E-78 

分担研究者数 x学会発表 -0.0002792 0.00005462 -5.1118 3.196E-07 

分担研究者数 x科研費数（以降） 0.0018048 6.3992E-05 28.203 2.334E-174 

その他人数 x総配分額 4.6224E-09 6.2171E-10 7.4349 l.054E-13 

その他人数 x分野分科種類数 0.0025697 0.00073451 3.4985 0.00046805 

その他人数 x雑誌論文 -0.035386 0.0012609 -28.063 l.176E-172 

その他人数 x学会発表 0.0004636 4.5763E-05 10.13 4.1558E-24 

その他人数 x科研費数（以降） -0.0008569 0.0001447 -5.9221 3.1874E-09 

総配分額 x分野分科種類数

総配分額 x雑誌論文 1.5568E-08 2.183E-09 7.1316 9.9848E-13 

総配分額 x学会発表

総配分額 x科研費数（以降） 2.6231E-09 2.5778E-10 10.176 2.6104E-24 

分野分科種類数 x雑誌論文 0.056089 0.0064436 8.7046 3.2309E-18 

分野分科種類数 x学会発表

分野分科種類数 x科研費数（以降） 0.0010208 0.00024551 4.1579 3.2137E-05 

雑誌論文 x学会発表 0.00098696 0.00023998 4.1127 3.9138E-05 

雑誌論文 x科研費数（以降） 0.025242 0.0014618 17.267 l.0232E-66 

学会発表 x科研費数（以降）

p-value = 0, R-Squared: 0.357, Root Mean Squared Error: 0.224 
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結果として，ネットワーク閉鎮性を目的変数とした重回帰分析において総配分額に関する

項は 1 つも採用されず，また表 3.6 の相関係数においても—0.21 と低い．このことからネッ

トワーク閉鎖性が総配分額にもたらす影響はないと言える．

また，ネットワーク閉鎮性を高める変数としては，分野分科種類数 x雑誌論文が 0.086

(p値 9.6415E-60)，雑誌論文 X 科研費数（以降）が 0.026292(p値 1.6243E-89)が挙げら

れる．ネットワーク閉鎖性を下げる変数としては，分野分科種類数-0.086179(p値 0)，分

担研究者数-0.060777(p値 0)，その他人数-0.056994(p値 O)などが挙げられる．特に相

互作用変数においても分担研究者数，その他人数が影響しており，研究者組織内に多くの研

究者が関係していると，ネットワーク閉鎖性は低くなる．相関係数の結果からも考察をした

が，研究者組織の規模が大きくなるにつれ，代表研究者とは異なる研究者が多くなることか

ら，ネットワーク閉鎖性は低くなっていくことが影響している可能性がある．

そこで研究規模の大きさの違いを把握するため，研究種別別の重回帰分析（表 3.11,表

3.12,表 3.13)についても実施した．結果として全体データで実施した時と同様に重回帰式

の精度が悪く，明確な説明をすることはできなかった．しかしながら基盤研究 (C)に比べて

基盤研究 (A)(B)は分担研究者数の係数が小さく，規模が大きくなるにつれて分担研究者数

がネットワーク閉鎖性を下げる要因になっている可能性が考えられる．

またどの研究規模においても，分野分科種類数 x雑誌論文がネットワーク閉鎖性を高め

る要因となっていた．これは異なる分野や専門領域からの研究者が共同で論文を執筆するこ

とが多いことを示唆している．複数の分野からの知識や視点が融合された論文は，より包括

的で創造的なアプローチを提供する可能性がある．そのため，このような研究論文はネット

ワーク内の結びつきを強め，ネットワーク閉鎖性に影響する可能性がある．

目的変数：構造的隙間

次に目的変数を構造的隙間にして重回帰分析を行った（表 3.14)．合わせて，研究種別別

の重回帰分析の結果を表 3.15,表 3.16,表 3.17に示す．

回帰式全体のモデルに対する F検定の p値は p-value= 0であり，有意である．しか

し，回帰式から求められる予測値が実データからどの程度離れているかを示す RootMean 

Squared Errorが 1.83であり大きい．そのためモデルの精度は低いと言わざるを得ない．

構造的隙間を大きくする影響している要素として，分野分科種類数0.72036(p値6.6876E-

303)，雑誌論文 1.0085(p値 l.8274E-104)が挙げられる．相関係数での考察として，構造

的隙間と雑誌論文数の関係性を擬似相関である可能性を挙げた．回帰式の精度が悪いことか

ら明確な結果にはならないが，構造的隙間を高める要因として雑誌論文が見られた．

またネットワーク閉鑽性に比べて，相互作用変数の影響が多く，単項目での影響が少な

い．構造的隙間は研究プロジェクト規模が大きい方がより影轡をしやすいと考えられてい

る．相互作用変数が多いことからも，ネットワーク閉鎖性よりも複雑な要因が影響している
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表 3.14 重回帰分析結果（日的変数：構造的隙間）

Estimate SE tStat p Value 

(Intercept) 3.0148 0.028622 105.33 

゜分担研究者数 0.27939 0.010375 26.929 2.494E-159 

その他人数 0.46258 0.0068502 67.528 

゜総配分額 -8.385E-09 l.9253E-09 -4.3552 l.3305E-05 

分野分科種類数 0.72036 0.019318 37.29 6.688E-303 

雑誌論文 1.0085 0.046425 21.723 l.827E-104 

学会発表 0.023011 0.001121 20.527 l.6931E-93 

科研費数（以降） 0.42677 0.0030373 140.51 

゜分担研究者数 xその他人数 -0.048395 0.0015191 -31.858 5.953E-222 

分担研究者数 x総配分額

分担研究者数 x分野分科種類数 0.06416 0.0038027 16.872 8.2857E-64 

分担研究者数 x雑誌論文 0.41035 0.020574 19.945 2.1703E-88 

分担研究者数 x学会発表 0.00094692 0.00018167 5.2123 l.8678E-07 

分担研究者数 x科研費数（以降） -0.0068277 0.00018192 -37.531 8.724E-307 

その他人数 x総配分額 5.129E-09 2.2381E-10 22.917 5.097E-116 

その他人数 x分野分科種類数 -0.057473 0.002945 -19.516 l.0359E-84 

その他人数 x雑誌論文 -0.57933 0.0081869 -70.763 

゜その他人数 x学会発表 0.00059176 0.00013121 4.51 6.487E-06 

その他人数 x科研費数（以降） 0.016936 0.00054059 31.329 9.912E-215 

総配分額 x分野分科種類数 -6.521E-09 7.0418E-10 -9.2606 2.0585E-20 

総配分額 x雑誌論文 -5.lE-09 2.2849E-09 -2.2322 0.025601 

総配分額 x学会発表 -l.418E-10 3.1029E-11 -4.5684 4.9198E-06 

総配分額 x科研費数（以降） 2.8586E-09 9.2815E-11 30.799 l.267E-207 

分野分科種類数 x雑誌論文 -1.4469 0.042499 -34.046 4.69E-253 

分野分科種類数 x学会発表 0.0025441 0.00044922 5.6633 l.4876E-08 

分野分科種類数 x科研費数（以降） -0.015356 0.0011369 -13.507 l.5059E-41 

雑誌論文 x学会発表 -0.043176 0.0014475 -29.829 6.432E-195 

雑誌論文 x科研費数（以降） -1.7531 0.010354 -169.32 

゜学会発表 x科研費数（以降） -0.00032 0.00006662 -4.8026 l.5678E-06 

p-value = 0, R-Squared: 0.836, Root Mean Squared Error: 1.83 
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表 3.15 重回帰分析結果（目的変数：構造的隙間，基盤研究 (A))

Estimate SE tStat pValue 

(Intercept) 2.9883 0.20788 14.375 3.6051E-46 

分担研究者数 0.4222 0.027213 15.514 2.3368E-53 

その他人数 0.77906 0.027759 28.065 6.088E-164 

総配分額

分野分科種類数 1.267 0.10599 11.954 l.3324E-32 

雑誌論文 6.1743 0.45014 13.716 3.0062E-42 

学会発表 0.017649 0.0040575 4.3496 0.00001384 

科研費数（以降） 0.51854 0.011758 44.102 

゜分担研究者数 xその他人数 -0.044938 0.0049904 -9.0049 2.7701E-19 

分担研究者数 x総配分額

分担研究者数 x分野分科種類数

分担研究者数 x雑誌論文

分担研究者数 x学会発表

分担研究者数 x科研費数（以降） -0.0016859 0.00046563 -3.6206 0.0002961 

その他人数 x総配分額

その他人数 x分野分科種類数 -0.084477 0.010592 -7.9753 l.7752E-15 

その他人数 x雑誌論文 -1.6417 0.073357 -22.38 4.863E-107 

その他人数 x学会発表

その他人数 x科研費数（以降） 0.018659 0.0017614 10.594 5.1229E-26 

総配分額 x分野分科種類数

総配分額 x雑誌論文

総配分額 x学会発表

総配分額 x科研費数（以降）

分野分科種類数 x雑誌論文 -4.198 0.38484 -10.908 l.787E-27 

分野分科種類数 x学会発表 0.0054814 0.0012945 4.2343 2.3233E-05 

分野分科種類数 x科研費数（以降） -0.021236 0.0030934 -6.8652 7.2381E-12 

雑誌論文 x学会発表 -0.0448 0.0081607 -5.4897 4.1743E-08 

雑誌論文 x科研費数（以降） -2.9748 0.063135 -47.118 

゜学会発表 x科研費数（以降） -0.0004536 0.00011602 -3.9095 9.3396E-05 

p-value = 0, R-Squared: 0.854, Root Mean Squared Error: 3.46 
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表 3.16 重回帰分析結果（目的変数：構造的隙間，基盤研究 (B))

Estimate SE tStat pValue 

(Intercept) 3.1069 0.076269 40.736 

゜分担研究者数 0.35562 0.022031 16.141 2.2614E-58 

その他人数 0.59939 0.014406 41.608 

゜総配分額

分野分科種類数 0.68681 0.04323 15.887 1.3017E-56 

雑誌論文 2.8713 0.14823 19.371 4.2098E-83 

学会発表 0.022853 0.002068 11.051 2.4572E-28 

科研費数（以降） 0.5708 0.0074506 76.611 

゜分担研究者数 xその他人数 -0.05431 0.0028824 -18.842 9.4181E-79 

分担研究者数 x総配分額

分担研究者数 x分野分科種類数 0.078304 0.0073368 10.673 l.5163E-26 

分担研究者数 x雑誌論文 0.32439 0.062191 5.216 1.8396E-07 

分担研究者数 x学会発表

分担研究者数 x科研費数（以降） -0.012237 0.00045321 -27.001 l.OlE-158 

その他人数 x総配分額

その他人数 x分野分科種類数 -0.036119 0.0055545 -6.5027 8.0096E-11 

その他人数 x雑誌論文 -0.93204 0.024086 -38.695 6.3438e-320 

その他人数 x学会発表 0.00081674 0.00029091 2.8076 0.004995 

その他人数 x科研費数（以降） 0.010737 0.0010624 10.106 5.6643E-24 

総配分額 x分野分科種類数

総配分額 x雑誌論文

総配分額 x学会発表

総配分額 x科研費数（以降）

分野分科種類数 x雑誌論文 -2.0298 0.12392 -16.38 4.7625E-60 

分野分科種類数 x学会発表

分野分科種類数 x科研費数（以降） -0.022246 0.0022984 -9.6792 3.9727E-22 

雑誌論文 x学会発表 -0.046161 0.0037345 -12.361 5.1566E-35 

雑誌論文 x科研費数（以降） -2.5635 0.031143 -82.316 

゜学会発表 x科研費数（以降） -0.0003111 9.9933E-05 -3.1126 0.001856 

p-value = 0, R-Squared: 0.827, Root Mean Squared Error: 2.33 
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表 3.17 軍回帰分析結果（目的変数：構造的隙間，基盤研究 (C))

Estimate SE tStat pValue 

(Intercept) 2.5805 0.029894 86.321 

゜分担研究者数 0.48375 0.012723 38.022 3.188e-314 

その他人数 0.54741 0.0083939 65.215 

゜総配分額

分野分科種類数 0.47073 0.021559 21.835 1.849E-105 

雑誌論文 0.4527 0.042099 10.753 5.9043E-27 

学会発表 0.018477 0.0015668 11.793 4.4502E-32 

科研費数（以降） 0.51241 0.0034787 147.3 

゜分担研究者数 xその他人数 -0.063697 0.0026094 -24.41 3.046E-131 

分担研究者数 x総配分額

分担研究者数 x分野分科種類数 0.038121 0.0059517 6.405 1.5099E-10 

分担研究者数 x雑誌論文 0.34402 0.017511 19.646 8.9248E-86 

分担研究者数 x学会発表 0.00093318 0.00043326 2.1538 0.031255 

分担研究者数 x科研費数（以降） -0.031886 0.00037944 -84.035 

゜その他人数 x総配分額

その他人数 x分野分科種類数 -0.05729 0.0043498 -13.171 l.387E-39 

その他人数 x雑誌論文 -0.52535 0.0074569 -70.452 

゜その他人数 x学会発表 0.00053246 0.00027158 1.9606 0.049929 

その他人数 x科研費数（以降） 0.006438 0.00085923 7.4928 6.795E-14 

総配分額 x分野分科種類数

総配分額 x雑誌論文

総配分額 x学会発表

総配分額 x科研費数（以降）

分野分科種類数 x雑誌論文 -0.82435 0.038325 -21.509 2.lOlE-102 

分野分科種類数 x学会発表 -0.0032754 0.00078368 -4.1796 2.9227E-05 

分野分科種類数 x科研費数（以降） -0.0073981 0.0014562 -5.0805 3.7707E-07 

雑誌論文 x学会発表 -0.02874 0.0014984 -19.18 7.4379E-82 

雑誌論文 x科研費数（以降） -1.5786 0.0086448 -182.61 

゜学会発表 x科研費数（以降） 0.00052211 0.00012703 4.1101 3.9585E-05 

p-value = 0, R-Squared: 0.819, Root Mean Squared Error: 1.33 

59 



可能性が高い．

ただし研究種別別の重回帰分析結果では（表 3.15,表 3.16,表 3.17)，相互作用変数の数

は多くない．分析に使用されるデータセットが，相互作用を評価するには不十分である可能

性が考えられる．

構造的隙間を小さくする要素としては，雑誌論文 X 科研費数（以降） （p値 0)がある．そ

の理由として，下記の可能性が考えられる．

1．大規模な研究者組織ほど構造的隙間は大きくなりイノベーションが高まることから雑

誌論文数が増える

2.大規模な研究者組織は研究課題開始から 3年以降に他の研究課題に関わる可能性が少

ない

まず， 1については，大規模な研究者組織では，構造的隙間が大きくなり，イノベーショ

ンの可能性が高まり，その結果雑誌論文の数が増加することが考えられる．大規模な研究組

織では，異なる分野や専門性を持つ研究者が協力し，より多様な視点やアプローチが取り入

れられる．このような環境においては，より多くの成果が生まれる可能性がある．雑誌論文

単体の係数も規模が大きくなるにつれて 0.45,2.87, 6.17と大きくなっていることからも示

唆される．

2については，大規模な研究者組織は，課題の大きさゆえ他の研究課題に参加している研

究者が少ない可能性がある．これは，大規模な研究者組織ほど科研費数（以降）は小さい（負

の相関）ことからも示唆される．これらの影響により，相互作用として雑誌論文 x科研費数

（以降）が，構造的隙間を小さくする要素として算出されたのではないかと考えられる．研

究種別別の結果においても，雑誌論文 x科研費数（以降）の係数が規模が大きくなるにつれ

て，—1.58, -2.56, -2.97と減少していることからも，影響が示唆される．

3.5 まとめ

2001年に Burtが発表した論文において，ソーシャルキャピタルの最大化がもたらされ

るネットワーク構造として，構造的隙間とネットワーク閉鎖性の重要性を論じた． しかしな

がらネットワーク閉鎖性と構造的隙間がどのように組み合わされることにより，ソーシャル

キャピタルがもたらすポジティブな影響が最大化され，さらにその結果として組織や集団に

おけるアウトカムが増加するのかという点に関しては，実証的な検証はこれまで実質的に行

われてこなかった．

そこで本研究では，日本の研究者組織におけるネットワーク構造と研究成果との関連性を

検証するため，科学研究費助成事業を通じて得られたデータを基に，統計分析からの把握を

行った．日本の研究者組織に着目する理由として， 3.1章にて日本の研究力の低下傾向につ
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いて詳述し，資金の減少，論文の伸び悩み， ToplO％補正論文数での国際的位置づけの低下

を指摘した． OECD諸国との比較を通じて，日本の研究開発費の停滞が国際競争力の低下

につながっていることが先行研究により示唆されている．

3.2章および 3.3章にて，科学研究費助成事業に関するデータの取得から，研究課題ごと

の研究者組織ネットワーク構造の算出方法について記述した．合わせて，研究開始年度，研

究課題ステータス，研究種目などの要素を詳細に分析した．

また， 3.4章でのネットワーク構造に関する統計分析では，特にネットワーク閉鎖性と構

造的隙間の指標を用いて，これらが研究成果にどのように影響しているかを検討した．結果

として，ネットワーク構造と研究成果との間に直接的な相関は見られないものの，研究規模

や研究種別によって異なる影響があることが示唆された．特に，研究規模が大きくなるにつ

れて，構造的隙間が広がりやすい傾向にあることが示された．さらに，重回帰分析を通じ

て，ネットワーク構造に影評を与える要素の検討を行った． stepwizeによって得られたモデ

ルの精度は低く，統計分析からネットワーク構造と研究成果との関連性について明確に指摘

することが難しい．しかしながら，研究種別ごとの分析から，研究規模がネットワーク構造

が研究成果に及ぼす影響について，異なることが示唆された．
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4 包絡分析法 (DEA)を用いたソーシャルキャピタルが最大化

される研究者組織の把握

従来のソーシャルネットワーク分析の手法では，回帰分析や相関係数など埜本統計量が用

いられてきた．しかしながら， 3章の結果より相関係数や重回帰分析といった一般的な統計

手法では，ネットワーク構造に関して明確な結果が導き出すことができなかった．その理由

の1つとして，基本統計量の弱点である「アウトカム（出力）は 1つのみ」と言う点が考え

られる．

研究者組織のネットワーク構造は，複雑な特性を持っている．単一のアウトカムでは，

ネットワーク構造の多面性を捉えることができない．その結果，重要な情報が見落とされ，

ネットワークの本質的な特性や影響力を完全に理解することが困難になり得る．また，ネッ

トワーク構造と研究成果の関係は，単一の要因だけでなく，複数の要因が絡み合って形成さ

れる．基本統計量を用いた分析では，特に異なる要因が研究成果に与える影響の相対的な重

み付けや，分析結果の解釈に限界がある．

包絡分析法 (DataEnvelopment Analysis; DEA)は， 1978年に Charnesらによって提唱

された経営分析手法であり，提唱者の名前から CCRモデルと一般的に呼ばれている [79].

Charnesらは，アメリカの学校における教育プログラムを評価するにあたり，調査データ

ベースが大きく，入力，出力変数が多数であったことから DEAを考案した． DEAの特徴

として，データの持っている情報から，複数の説明変数と複数の目的関数との関係を相対的

な効率値として測定することが可能であることが挙げられ，基本統計量の弱点を補うことが

可能である．

1978年の DEAの提案後， BCCモデルや加法モデル， FDHモデルなど新たなモデルが

1980年代に生まれた [80-82]．また， DEAから算出される解によってグループを分割し，

グループの特徴を活かしたアルゴリズムの開発 [83]や時系列分析手法の開発 [84,85]など，

現在においても応用研究も行われている．効率性の評価だけでなく，医療機関の類型化やメ

ガソーラーの最適配置などにおいても適応されている [86,87].

そこで本章においては，経営分析手法の 1つである DEAを用いて，ソーシャルキャピタ

ルが最大化される研究者組織の把握を行う．

4.1 包絡分析法 (DEA)の定義

線形計画法

DEAの中心的な解析手法は線形計画法である．線形計画法は第 2次世界大戦中の作戦戦

術決定に用いられ，戦後は OR分野において意思決定のために用いられてきた．線形計画法
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の基本的な算出の流れは以下である． 2と3は順序が逆になったり，どちらか一方のみ行う

場合もある．

1．間題の定式化

変数，目的関数，制約条件の定義．また必要に応じて非負制約の設定．

2.定義した問題の計算

3.図式化

たとえば単純な例として，以下を考える．

目的関数

制約条件

maxz = x+2y 

x+y:S:4 

5x + y::; 17 
X + 6y :S 20 

x2'.0 

y2'.0 

(4.1) 

(4.2) 

制約条件を基に図式化したものを図 4.1に示す．塗りつぶされた範囲が，実行可能領域で

あり，実行可能解である．ここから目的関数 maxx+2yにあう傾きを図示し（図 4.2)移動

させると，実行可能領域の交点と合わさる点が存在する．この交点が例題における最適値で

ある．

2-, 

1-

f-ttt：口 1 4~ f-ttt: 
図4.1 実行可能領域 図4.2 最適解

このように線形計画法において最適値を算出することができるが，複数の入力変数 (x,y)

に対して出力は 1つ (z)のみである．そこで線形計画法を複数入力，複数出力に拡張させ，
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相対的な効率値の定義を行ったのが DEAである．

DEAの基本概念

DEAにおいて評価する対象を DMU(Decision Makimh Unit;意思決定単位）と呼ぶ

DMUは評価対象の総称であり，具体的には学校ごとの評価を行うのであれば学校，企業内

の従業員評価を行うのであれば従業員個人などが挙げられる．本研究では，科学技術研究費

のデータより研究者組織に着目しているため， DMUは研究者組織である．

DEAでは，一般に入力を最小化して，出力を最大化する．つまり少ない入力で多くの出

力を得られることができれば，効率性が良いことを表している．たとえば生産活動に置き換

えると，少ない原材料で多くの製品を作り出すことができれば，企業としてロスが少ないと

言えるだろう．物流においても，少ない燃料で遠くの距離の場所に多くのものを運ぶことが

できれば，効率的である．しかしながら例外も存在する．環境汚染の観点から考えると，エ

場での作業において排出される環境廃棄物は少ない方が良い．そこで好ましくない出力を扱

うDEAモデルが提案されていたり，入出力の要素を逆にすることで計算を行うなどの方法

が取られている [88].

ここで，図 4.3の 1入力 1出力を例に考える．図内にプロットされている点が，各 DMU

の観測データを表したものである．このとき DMU各点を包絡する線を効率的フロンティ

ア，別名 DEAベストプラクティスと呼ぶ．効率フロンティアの定義はモデルによって異な

り，図 4.3はBCC（規模収穫一定）モデルで示している．効率的フロンティアは入力の観点

から最も大きい出力である DMUを包絡しており，効率的フロンティア上にある DMUは，

各 DMUの観測データより相対的に効率的，効率的フロンティア上にない DMUは非効率

とみなすことができる．

ただし，効率的フロンティア上にありながら非効率的である DMUが存在する場合があ

る．図 4.3の効率フロンティア上に， DMUaとDMUa'がある．しかし a,a'もどちらも同

じ出力でありながら，入力は aの方が大きい． aはa'と同じ入力まで減らすことができる．

DEAの観点から，入力が最小であり出力を最大であるものを効率的とみなすため， aは効

率的ではない．このように効率的フロンティア上にありながら非効率的である DMUを，効

率フロンティア上の DMUの入出力を用いて削除できる値’スラッグを算出し求める．ス

ラック計算については，次項にて示す．

DMUが効率的フロンティア上にない，つまり非効率であるとき，効率的フロンティア上

に移動させ効率的にする方向はたくさん存在する．基本的な方向としては 2つあり，入力指

向と出力指向である．入力指向では，今の出力はそのままに入力を減らしていく入力削減を

考えるモデルである．対して出力指向では，今の入力はそのままに出力を増やしていく出力

増加を考えるモデルである． DEAを用いて解決したい課題によって，入力指向・出力指向

を選択する．図 4.3において DMUbをそれぞれ入力指向，出力指向で移動させた時の効率
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出
力

効率的フロンティア

a' a 

◆
 

◆ 

◆
 

◆ 

入力

図4.3 1入力 1出力の例における効率フロンティア

解は b'とb"となる（図 4.4)．この効率解を仮想的 DMUといい，仮想的 DMUを目指して

改善していくこととなる．

出力

出◆
◆ 1カ

指

◆ ： 
入力指向 b 

◆ 

入力

図4.4 1入力 1出力の例における入カ・出力指向

ここで DEAで算出する効率値について， 1入力 2出力の出力指向モデル（図 4.5)を

例に説明する．ただし，簡単化のためスラックを加味しない場合であることに注意する必

要がある．効率的フロンティアより， DMUl,DMU4, DMU5が効率的であることがわか

る．非効率的な DMU2を出力指向より仮想的 DMU2を算出することを考える．まず，仮

想的 DMU2の座標（出力 1,出力 2)= (Y1，ぬ）を算出する．仮想的 DMU2の座標は，原
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点と DMU2を結んでできる直線 3y1-2y2 = 0と， DUMlとDMU4を結んでできる直線

0.5狛＋Y2= 6.5の交点である．連立方程式

｛如ー2Y2=0

0.5y1 + Y2 = 6.5 
(4.3) 

を解くと， Y1＝懇＝ 3.25,Y2＝讐＝ 4.875となり，仮想的 DMU2の座標は (3.25,4.875) 

と求められる．ここで効率値は， DMU2から見る仮想的 DMU2の比率として求められる．

よって効率値は，（3.25,4.875) = 1.625 X (2, 3)より 1.625となる．

効率値が 1の場合は仮想的 DMUとDMUが効率的フロンティア上にあることから，効

率値＝1の場合は効率的な DMU,効率値＞1の場合は非効率な DMUと見ることができる．

t-

2-, 

1 /' | DM 
ヽローロニロ8

図4.5 1入力 2出力の例における例

BCC出力指向モデルの定義

DEAには複数の出力指向モデルが存在する． CRS(Constant Returns to Scale)モデル

は規模収益一定を仮定し，全ての DMU（意思決定単位）が同じスケールで活動しているみ

なす．このモデルは，入力と出力の比率が一定であると考え，最も効率的な DMUを基準と

して相対的な効率を評価する．アダー・モレルモデル (AdditiveModel)は，入力と出力の

両方を同時に改善しようとする DEAモデルであり，スラック（入力の過剰使用や出力の不

足）を直接的に考慮する．よってアダー・モレルモデルは，入出力のスラックを重視する分

析に適している．

本研究は中でも， BCC出力指向モデルを使用する [89]．このモデルは規模収益可変

(VRS: Variable Returns to Scale)を仮定していることから，研究活動の効率性が，組織の

規模や研究のスケールに依存するという現実を反映している．規模が大きくなると，すべて

の入力に対して出力が比例して増加しない場合（規模の経済または不経済）があるため，こ

の仮定は研究組織の効率分析において現実的なアプローチを提供すると考えられる．
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また出力指向モデルは，与えられた入力に対して出力を最大化することに焦点を置く．研

究組織やプロジェクトでは，通常，限られたリソース（入力）から最大限の成果（出力）を

得ることが目標である． BCC出力指向モデルはこの目標達成度を評価するのに適しており，

どの組織がリソースを効率的に活用しているかを明らかにする．また出力指向の観点から，

組織が現在の規模でどれだけ効率的に出力を増やすことができるか，また，規模の変化が効

率性にどのように影響するかを評価することが可能である．

BCC出力指向モデルの定義を下記に示す．

DMU数 nに関する m個の入カデータ X=（X1,叩，…，％） ERmxnと， s個の出力

データ Y= (Y1, Y2,..., Yn) E Rsxnを元に DM防(j= 1,..., n)の効率値を算出する．

入力につける重みを vER叫出力につける重みを uE Rsとしたときの主問題は，

min 0 = v巧

s.t. uyk = l 

匹 k_s;uyk (k=l,...,n) 

vミ0,u~ 0 

となる．これを双対問題として書き直すと，

Phasel（双対問題）

max 0 

s.t. 0yj -Y入S0 

X入戸j

入~ O,e入＝ 1

ベクトル表示ではない数式に変形すると，

max 0 
n 

s.t. I:量 rk~ 0yrj 
k=l 
n 

と入砂ik_S XiJ 

k=l 
n 

こ入k= 1，入k20 
k=l 

(r=l,2,...,s) 

(i=l,2,...,m) 

(k = 1, 2,..., n) 

(4.4) 

(4.5) 

(4.6) 

となる．しかしこのままではスラックの影響を受けてしまう．そこでスラックを加味する必

要がある．
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Phasell（スラックを加味）

max esx + esy 
s.t. 『Yi-¥0'+ s = 0 

XA1 +Bx= 0 

入',Bx,Sy~ 0 

(4.7) 

上記 2つの Phaseの最適解，（0*,s;,s;）が 0*= 1かつ s;= O,s; = 0を満たすならば，

DM防は効率的であるといえる．

ここで，次の生産可能集合を仮定する．

P=｛（x,y|x2X入，y2Y入，入 20,e入＝ 1)} (4.8) 

入ER叫％ ER叫SyE R8は変数であり， 0は目的関数であり DEA効率値である．

4.2 ソーシャルキャピタルが最大化される研究者組織の定義

本研究では，ソーシャルキャピタルが最大化される研究者組織の定義を以下と定義した．

ここで注意すべき点として， DEAから算出される”効率的’'な研究者組織は，少ない金額で

多くの業績を上げているといった一般的な効率性ではなく，ソーシャルキャピタルおよび紐

帯構造の観点から効率的であることが挙げられる．

ソーシャルキャピタルが最大化される研究者組織

a)総配分額が少ない

b)複数の分野の研究者が関わっている

C)ネットワーク閉鎖性が高い

d)構造的隙間が大きい（ネットワーク拘束度が小さい）

e)雑誌論文，学会発表数が多い

f)他の研究課題にも関わっている

今後日本の研究費が増加することは考えにくいことから，少ない総配分額内で研究を行っ

ていることから a)を，一般的に研究の成果として考えられている項目として e)を，ネット

ワーク閉鎖性と構造的隙間の議論（図 2.9)から c)d)を採用した．複数の分野の研究者が関

わっていると，多様な研究分野の情報を得やすくイノベーションが起こりやすいと考えられ

ることから b)も加えた．また，対象の研究課題以後に他の研究課題に関わることは，関連

研究や応用研究など”次につながる可能性のある研究’'であると考えられるため， f)も含め

ることとした．
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本研究では，出力指向 BCCモデル DEAを用いて効率値（目的関数）を算出した．効率

値算出にあたり，利用したデータ項目を表 4.1に示す．また，研究組織内外で見た時の要素

の関係性の概要を図 4.6に示す． DEAでは数値 0のデータを扱うことができない．そこで

DEA計算を行うため，数値が 0の場合は， 0.0001に置換している．

項目名

入力

表 4.1 DEA利用データ項目一覧

詳細

a)総配分額 10万円単位とする 例： 4550000円は 45.5

b)分野分科種類数（以前）
研究者が 3年前から研究開始年までに関わった

研究課題の分野種類数の逆数

C)ネットワーク閉鎮性

d)構造的隙間

出力

e)雑誌論文

e)学会発表

f)科研費数（以降）

（関連研究課題数）

逆数とする

逆数とする

研究期間における成果数

研究期間における成果数

研究課題に関わる研究者 1人あたりの研究者が，

研究開始から 3年後までに携わった研究課題数

研究組織ー（科研費プロジェクト）＿＿＿＿ 構造的隙間

ヽ

総配分額

研究分野

＼、 研究者数
｀`、 またその属性ヽ

ネットワーク閉鎖性

雑誌論文数

学会発表数

研究者が他の科研費プロジェクトに 、,'

どの程度関係しているか

紐帯構造を表す指標
研究（科研費）に関連する指標

図4.6 研究組織内外で見た時の要素の関係性の概要

4.3 ソーシャルキャピタルが最大化される研究者組織の算出

本研究では，研究分野’'その他’'で， 2人以上の研究者 IDを持つ研究者が関わっている

研究者組織 1005件を対象として実施した．

算出された効率値のヒストグラムを図 4.7に示す．効率的な研究者組織（効率値＝1)は
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37あり，全体の 27.1%を占める．研究者組織のうち 68.6%は， 1よりも大きく 4以下の効

率値を示している．最大の効率値は 12.4であり，効率的な研究者組織に比べて 12.4倍非効

率であった．
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図4.7 DMU効率値ヒストグラム

表 4.2は， DEA効率値が 1である，’'効率的な研究者組織”とみなされた DUM一覧を示

す．参照集合とは，非効率な研究者組織において効率的な研究者組織になるために，お手本

にすべき効率的な研究者組織の集合のことである．お手本とすべき効率的な研究者組織は複

数の DMUの組み合わせによって示されることが多い．よって被参照集合数とは，非効率的

な研究者組織からお手本とされた数を示している．

図 4.8に，効率値 1の DMU別被参照集合 DMU数のグラフを示す．被参照集合数が最

も多い研究課題／領域番号は 20612014で，非効率的な DMUのうち 67.1％で参照集合の 1

つとなっている．研究課題／領域番号 20612014は，ネットワーク閉鎖性 0.83,構造的隙間

10.36と相対的に見て他の課題研究に比べてネットワーク構造に関する指標が大きく，

科研費数（以降）が影響していると考えられる．

また
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図4.8 効率値 1のDMU別被参照集合数
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表 4.2 効率値 1のDMU一覧（分野：その他）

研究課題／ 総配分額 分野分科 ネットワーク
構造的隙間 雑誌論文 学会発表 科研費数 被参照集合 クラスタ番号

領域番号 種類数 閉鑽性 （以降） DMU数

20612014 20.8 3 0.83 10.36 4 13 4.5 650 

゜26506020 3.9 3 0.5 6.11 4 11 3 255 

゜20604003 44.2 5 0.93 18.06 20 

゜
2.64 127 

゜18613006 40.9 2 0.5 5.92 27 69 3.5 51 

゜19610003 45.5 3 0.93 13.59 1 1 10 2.83 42 

゜19601003 44.2 4 0.88 21.08 

゜ ゜
3.67 28 

゜19611003 48.1 3 0.75 10 36 41 2 23 

゜23617024 53.3 2 0.71 13.05 28 29 4 20 

゜21611001 46.8 5 0.67 9.68 16 2 4 14 

゜26520103 44.2 3 0.67 6.4 22 10 5 1 1 

゜21611002 50.7 3 0.8 13.19 4 26 3.6 8 

゜19601002 45.5 3 0.5 13.68 25 47 2.67 7 

゜24617006 55.9 2 0.91 7.46 28 7 2.33 

゜ ゜17K12621 45.5 5 0.5 12.66 71 29 1.17 326 1 

19602002 46.8 2 0.71 7.01 63 12 3 134 1 

16K12387 45.5 2 0.8 6.65 57 23 1 22 1 

19610004 44.2 2 0.36 16.34 63 10 2.75 17 1 

20605017 29.9 1 0.13 2.86 50 15 2 4 1 

20605021 45.5 1 0.89 7.54 28 25 1.25 

゜
1 

15KT0007 153.4 4 0.4 24.25 61 69 4.6 139 2 

26310205 144.3 4 0.86 11.71 25 58 1.86 121 2 

15KT0015 182 4 0.2 8.76 34 130 3 96 2 

15KT0020 109.2 6 0.5 12.14 29 72 2.5 28 2 

16KT0036 184.6 5 0.33 10.77 50 111 1.56 18 2 

16KT0082 184.6 4 0.71 18.76 45 11 1.43 2 2 

25510003 49.4 3 0.6 19.63 

゜
4 7 328 3 

26520105 41.6 4 0.25 13.09 8 3 6 317 3 

26310104 165.1 4 0.5 21.78 19 11 7.17 181 3 

26500008 48.1 4 0.33 4.68 22 40 5 165 3 

18606002 36.7 2 0.33 9.27 42 ， 5 102 3 

26507006 50.7 2 0.08 12.58 20 66 4 80 3 

18611008 41 3 0.11 24.11 

゜
4 6 37 3 

23610009 39 3 0.14 10.17 25 45 3.33 22 3 

26501006 49.4 5 0.4 4.41 

゜
4 5 20 3 

15KT0107 49.4 4 0.33 4.61 27 14 5 12 3 

15KT0145 49.4 2 0.4 1.97 35 155 4 447 4 

20608003 42.9 2 0.67 2.75 37 99 2 59 4 

注： DEA入力項目のうち逆数としている項目については，逆数にする前の元データで記載

クラスタリングによるソーシャルキャピタルが最大化される研究者組織の特徴把握

効率的とみなされた 37の課題研究の中でも，異なる特性を持つ研究課題が存在する．そ

こでクラスタリングを行い，それぞれのクラスタの特徴やパターンを把握する．クラスタリ

71 



ングには K-means法を用い，クラスタ数は 5とした．

K-means法は，データを分類する時に使用する非階層型クラスタリング手法である．

ラスタの平均値を用い，あらかじめ分類するクラスタ数を K個に決めて行うことから，

均法 (k-means),c-平均法 Cc-means) とも呼ばれる．アルゴリズムは以下である．

ク

k平

1. 各データ叩(i=l,••·,n) に対してランダムにクラスタを与える

2. 全てのデータと各クラスタの中心じ•(j = 1, ・ ・ ・,K)を計算

3.各叩と各 VJ・ との距離を計算し，叩を最も近い中心のクラスタに割り当て直す

4.各クラスタの中心 Vj(j= 1,・・ ・,K)を計算し，ステップ 2へ戻る．クラスタ中心が

変化しなくなるまで繰り返す

表 4.2のクラスタ列にクラスタ番号を，

筆すべきクラスタの特徴を太字で示している．

クラスタごとの各項目平均値を表 4.3に示す．特

表 4.3 クラスタごとの各項目平均値一覧

クラスタ

番号
総配分額

分野分科

種類数（以前）

ネットワーク

閉鎖性
構造的隙間 雑誌論文 学会発表

科研費数

（以降）

被参照集合

DMU数

0

1

2

3

4

 

41.85 

42.90 

159.68 

57.04 

46.15 

3.15 

2.17 

4.50 

3.40 

2.00 

0.74 

0.57 

0.50 

0.31 

0.53 

11.43 

8.84 

14.40 

12.43 

2.36 

17.31 

55.33 

40.67 

16.30 

36.00 

20.38 

19.00 

75.17 

20.00 

127.00 

3.36 

1.86 

2.49 

5.35 

3.00 

763 

435 

281 

653 

481 

被参照集合

DMU数

（効率値＞＝5)

169 

83 

31 

79 

105 

注： DEA入力項日のうち逆数としている項目については，逆数にする前の元データで記載

クラスタリング分析の結果から，効率的とみなされた 37の研究者組織について，

ワーク理論における成果と紐帯の構造の関係性に当てはめる（図 4.9).

クラスタ 2は，構造的隙間が大きく，ネットワーク閉鎖性が平均的な研究者組織は，構造

的隙間を利用し多様な分野や研究との繋がりも持ちながらも，組織内が一定の閉鎖性である

ことから研究を進めやすい環境である．他のクラスタと比較して総配分額が最も多く，

が構造的隙間の広さと組み合わさることで創造的で多様な研究活動を促進している．このク

ラスタにおける研究課題は，雑誌論文や学会発表といった学術界における評価の高い成果指

標においても顕著なパフォーマンスを示しており，資金の量が研究の質と量に直接的に貢献

ネッ 卜

これ

していることが示唆される．

一方，総配分額が比較的少ないクラスタ 0や，異なる所属の研究者間での協力が活発であ

ることが示唆されたクラスタ 3は，外部に冗長的なつながりを持つことで，さまざまな情報

や研究機会に恵まれる．特に，将来にわたる研究活動への布石となると考えられる他の研究

課題への参加数が多い．このことから，構造的隙間はネットワーク閉鎖性よりも次につなが

る可能性のある科研費数（以降）に影響すると考えられる． また， クラスタ 3は， 異なる所
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図4.9

組織内のネットワーク閉鎖性

成果と紐帯の構造の関係性への適応

属の研究者が多く集まる場合は，研究に関する情報共有に時間がかかるため，研究成果が得

にくい．しかしながら，構造的隙間から多様な視点を研究に取り入れることで新たな価値を

創造していると考えられる．

対して，ネットワーク閉鎖性が比較的高いクラスタ 1や4は，同じ分野内での研究が多

く，雑誌論文や学会発表が多い傾向にあり，これらのクラスタが共同研究や情報共有を通じ

て研究成果を高めていることが考えられる．

まとめると，ネットワーク閉鎖性のみが高い研究者組織においては，同じ分野での研究が

多い傾向が見られたまた構造的隙間のみが大きい研究者組織においては異なる所属の研究

者が多く，一般的に研究成果とされる雑誌論文数や学会発表数が少ない．よって 2001年に

Burtが指摘した，ネットワーク構造である構造的隙間とネットワーク閉鎖性からもたらさ

れる組織において，一定程度検証し得たと考えられる．

またソーシャルキャピタルが最大化される研究者組織にもたらされるアウトカムについて

も明らかとなった．特にソーシャルキャピタルが最大化されるクラスタ 0においては，将来

にわたる研究活動の礎となり得る，多数の他の研究課題への参加が多いことが明らかとなっ

たこれは，ソーシャルキャピタルが，直接的な研究成果（雑誌論文数や学会発表数など）

を超えた，より広範な影響を研究者組織にもたらしていることを示唆している．具体的に

は，研究者間の強固なネットワークと信頼関係が，新たな研究機会や共同研究の扉を開き，

次世代の研究者組織への貢献や，研究フィールドの持続的な発展に寄与していると考えら
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れる．

この結果から，研究活動とはその瞬間瞬間における成果の積み重ねだけでなく，長期的な

視点からの貢献や影響力の構築が重要であることが示唆される．ソーシャルキャピタルの最

大化は，研究者組織における知識の共有，協力関係の構築，そして新たな研究課題への参加

を促進することで，研究の持続可能性と発展性を高める効果を持つと考えられる．

4.4 シミュレーション

前項にてソーシャルキャピタルが最大化される研究者組織を算出し，その特徴を明らかに

した．特に表 4.3に示すクラスタ 0の研究者組織は，総配分額が少ないながらも一定の成

果があり，また研究の広がりも大きい．また，クラスタ 0は非効率的な研究者組織のうち，

76.0％である 763研究の参照集合に含まれている．そこで今後研究配分額の増額が期待さ

れないことから，クラスタ 0に着目したシミュレーションを実施し，科研費全体における成

果の変化の検証を行った．

DEAでは非効率とみなされた研究者組織に対し，目標とすべき研究者組織の集合が与え

られる．図 4.10とした場合， DMU2の仮想的 DMU2はDMUlとDMU4の間に存在す

る．よって DMU2の参照集合 {DMUl,DMU4}となり，割合としては DMUlの46.0%

とDMU4の54.0%を足し合わせたものである．最大参照集合 DMUは出力次元数と同じ

であり，図 4.10は出力次元が 2次元のため最大参照集合 DMU数は 2となる．本研究にお

いては効率的な DMUのうち，クラスタ 0のDMUのみ仮想的 DMUに近づけて行った時

の変化を，シミュレーションし確認した．

ヤ t-

DMU3 
(3,：1） 

＇ ニニロ」口［口 8

図4.10 1入力 2出力の例における例（再掲）

非効率とみなされた研究者組織 (DMU)のうち，参照集合内にクラスタ 0の研究者組織を

1件以上含む 763研究者組織をクラスタ 0に近づけた時の効率値の変化を図 4.11に示す．
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横軸はクラスタ 0へ近づける割合であり， 0.1は 10%,1は 100%に近づけた場合である．

現在よりも効率的になる研究者組織の割合を折線グラフで表している．クラスタ 0以外の研

究者組織を参照集合に含んでおり，対象への影響が大きい場合があるためクラスタ 0に完

全に近づけても 100%にはならない．しかし 70.0%の研究者組織にて，現在よりも効率的

になることが明らかになった．全体での成果の増加（棒グラフ）においては，クラスタ 0に

50％近づけると現状以上の成果となり， 70％近づけると 1.5倍， 100％近づけると 2倍以上

となることが明らかになったよって全体での研究水準維持向上を考えると，クラスタ 0の

50％以上の成果を目指して研究を進めることが良いことが分かる．

また，非効率とみなされた研究者組織 (DMU)のうち，効率値が 5以上の研究者組織を対

象にシミュレーションした結果を図 4.12に示す．クラスタ 0に20％近づけると現状以上の

成果となり， 100％近づけると約 5倍になる．現状よりも効率的な科研費プロジェクト割合

は40%より横ばいとなっている．よって非効率とみなされた研究者組織については，まず

はクラスタ 0の20％から 40%の成果を目指すことが良いと考えられる．
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図4.11 クラスタ 0に近づけた場合の効率値変化シミュレーション

4.5 まとめ

本章では，ソーシャルキャピタルが最大化される研究者組織の把握を目的として，包絡分

析法 (DEA)を用いた分析を行った．特に，ネットワーク構造の分析を通じて，ネットワー

ク閲鎖性と構造的隙間が研究成果に与える影響を検証した．この結果，ネットワーク閉鎖性

のみが高い研究者組織は同じ分野の研究に偏りがちであること，また構造的隙間が大きい組

織では異なる所属の研究者との協力が活発であるものの，一般的に研究成果とみなされる指

標である雑誌論文数や学会発表数は少ない傾向にあることが判明した．これは，ネットワー

ク閉鎮性と構造的隙間の最適な組み合わせが，組織や集団におけるソーシャルキャピタルの

最大化，ひいてはその結果としてのアウトカムとしての成果や業績といったものの増加につ
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図4.12 クラスタ 0に近づけた場合の効率値変化シミュレーション（対象：効率値 5以上）

ながるとする， Burtの指摘を一定程度実証し得たと言える．

さらに，ソーシャルキャピタルが最大化される研究者組織がもたらすアウトカムについて

も新たな洞察を提供した．ソーシャルキャピタルが最大化された研究者組織は，一般的に研

究成果とみなされる成果指標を超え，研究活動の持続可能性や発展性に寄与する多様な機会

を提供している．これは，研究者間の強固なネットワークと信頼関係が，新たな研究機会の

創出や共同研究の推進，さらには次世代の研究者組織への貢献に欠かせない要素であること

を示している．

研究活動は，その瞬間の成果の積み重ねだけではなく，長期的な視点からの貢献や影響力

の構築が重要であることが示唆された．ソーシャルキャピタルの最大化は，知識の共有，協

力関係の構築，そして新たな研究課題への参加を促進することで，研究の持続可能性と発展

性を高める効果を持つと結論づけられる．
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5 ベイジアンネットワークを用いたネットワーク構造の関

係性

Burtは， 2001年に発表された論文’'StructuralHoles versus Network Closure as Social 

Capital"の中で，ネットワーク閉鎖性と構造的隙間の両者がともに最大化されるときに，組

織・集団にもっとも成果をもたらすことを指摘した．前章における日本の研究者組織におけ

るデータから， Burtの指摘を一定程度実証し得た．

Burtの議論では，ネットワーク閉鎖性と構造的隙間のそれぞれがソーシャルキャピタル

に与える影響について検討している．これら二つの要素は，伝統的には互いに独立したネッ

トワーク構造として捉えている． しかし，これらがどのように相互作用し合うのか，その複

雑な関係性について深く掘り下げられていない．

そこでベイジアンネットワークを用いて，ネットワーク閉鎖性と構造的隙間が互いに相互

作用するのか，相互作用するとしたらどのような順番で影響を与え合うのか明らかにする．

これらのネットワーク構造の相互関係を理解することにより，組織や集団がソーシャルキャ

ピタルをより効果的に構築し活用するための戦略が明らかになる．

5.1 ベイジアンネットワークとは

ベイジアンネットワークとは，ベイズの定理の考え方を応用した，確率現象の原因と結果

の関係や，確率推論をグラフィカルに表現したものである [90,91]．ベイジアンネットワー

クを用いることで，ネットワーク閉鎖性と構造的隙間の相互作用を視覚化し，理解すること

ができる．

ベイズの定理

次の公式 5.1がトーマス・ベイズによって示されたベイズの定理である．

P(XIY) = 
P(YIX)P(X) 

P(Y) 

式5.1は乗法定理 P(Xn Y) = P(YIX)P(X)から証明される．

P(X n Y) = P(YIX)P(X) 

P(Y n X) = P(XIY)P(Y) 

定義より P(XnY)= P(YnX)が成立するため， P(Y)-/-0を仮定し，
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P(YIX)P(X) = P(XIY)P(Y) 

P(XIY) = 
P(YIX)P(X) 

P(Y) 

ベイズの定理では，定理の X を「ある仮定 (Hypothesis)が成立する，原因」時の事象，

Y を「結果（つまりデータ (Data)）」が得られる時の事象と解釈する． よって，次のよう

に書き換えることが可能である．

データ Dとその仮定 Hについて次の式が成立する．

P(HID) = 
P(DIH)P(H) 

P(D) 
(5.2) 

ベイズの理論ではその仮定をデータの「原因」と解釈するのが一般的である．そこで本論

文においては Hを「原因」とよび，式 5.2の左辺の P(HID)P(H)は「データ Dが得られ

た時の原因が Hである」と解釈できる．すなわちデータ Dの原因の確率となる．

ここで P(HID)を原因 Hの尤度とよぶ．

ベイズの基本公式

確率現象で考えられる原因は複数ある（図 5.1)．ここでデータ D が原因 Hi(i = 

1,2, • • •,n) のどれか 1 つから発生すると仮定すると，

P(HilD) 
P(DIHi)P(Hi) 

＝ 
P(D)' 

(i=l,2,・・・,n) 

P(D) = P(DIHリP(Hリ＋P(DIH2)P(H砂十...+P(DIH砂P(H叫

となり，これをベイズの基本公式と呼ぶ．

~~ ... 

、＼
□—夕D

三

図5.1 データに対する複数原因ネットワーク図
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ベイズの定理とベイジアンネットワーク

得られたデータが新たな原因となり，さらに次のデータを生む場合が考えられる．複数の

原因とデータが確率の連鎖となった場合である．このような原因と結果のネットワークを，

ベイジアンネットワークといい，例を図 5.2に示す．

c
 

/
/
 

図5.2 ベイジアンネットワークの例

図5.2にある矢印は因果関係を表し，原因から結果に矢印が向けられる． 0はノードと呼

ばれる．矢の出発点のノードを親ノード，先にあるノードを子ノードという．ノードを示す

0の文字は，確率変数を表す．確率変数は 2値を取り，対象とする現象が起こった時は 1,

そうでない時は 0を表す．この確率分布を本研究では実データから求める．

5.2 構造学習によるネットワーク構造の関係性

5.2.1 検証データ

本研究において使用したデータは， 3章にて利用した研究者組織データである（表 5.1).

ベイジアンネットワーク生成には，入カデータからよりデータ間の説明力が高いネット

ワークを，アルゴリズムを用いて生成する手法である，構造学習を用いた．アルゴリズムや

評価手法を表 5.2に示す．

構造学習アルゴリズムとは，構造学習における探索アルゴリズムである．本研究で用いた

欲張り法 (GreedyStrategy)は親がない状態から始め，評価基準を最も大きく改善する親

を一つずつ追加する方法であり，この操作を評価基準の値が改善する限り行う．欲張り法の

反対である，全てを親に持つ状態から始め，親を一つずつ削除しながら精度の良い構造を探
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表 5.1 ベイジアンネットワーク利用データ項目一覧

項目名 内容

分担研究者数 分担研究者数の数

その他人数
代表研究者，分担研究者を除く

研究課題に関わる研究者，協力者数

総配分額 全ての研究期間で配分された研究費

分野分科種類数（以前）

ネットワーク閉鎖性

構造的隙間

雑誌論文数

学会発表数

科研費数（以降）

研究課題に関わる研究者が，研究課題

3年前から開始年までに関わった研究課題の分野分科種類数

ネットワーク閉鎖性の値

構造的隙間の値

研究課題での研究成果

研究課題での研究成果

対象研究課題開始年から 3年後までに

研究者が関わった研究課題数

項目

表 5.2 構造学習で用いたアルゴリズム，評価手法

手法

構造学習アルゴリズム 欲張り法 (GreedyStrategy) 

評価基準 AIC（赤池情報量） ［92] 

欠損処理

正規化

ペアワイズ法 [93]

MAP (Maximum a posteriori) 

索する方法はけちけち法 (StingySearch) と呼ぶ．

構造学習アルゴリズムでの評価基準としては， AIC（赤池情報量）を用いた． AIC（赤池

情報量）は，確率モデルの優劣を判断する基準として導入された式である．あるモデルを仮

定したときの，観測データの起こりやすさである最大対数尤度に，複雑さ（パラメータ数）

に対するペナルティー項を加え，過適合を回避する手法である． AIC=-2x（最大対数尤

度） ＋2x（パラメータの数）によって求められ， AICが小さいほどよいモデルと言われて

いる．ここで最大対数尤度はーn/2x (log21r + logv + 1)で求められ， nはデータ数， V は

分散の最尤推定量である．

学習データに欠損値があった場合の処理方法としては，欠損が 2つの因子の組み合わせに

よって発生しているとして，欠損データを補う手法であるペアワイズ法を用いた．

クロス集計表を正規化する手法としては， MAP(Maximum a posteriori)を用いた．ク

ロス集計表の全セルの値が 1の状態を初期状態とし，これに学習データを足し合わせてから
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各セルの値を各列のサンプル数で割る手法である．計算式は；：3++立である．ここで nijは

クロス集計表の (i,j)成分であり， Nj=Linij, M ＝Li 1である． MAPはクロス集計

表に十分な頻度が得られない場合の対策として行う．

構造学習によりベイジアンネットワーク生成後，各項目の影響度を見るために確率推論の

実行と相互情報量の算出を行う．確率推論とは観測結果を証拠状態として設定し，それ以外

の変数の事後確率分布を計算することであり，今回は LoopyBPを利用して算出している．

LoopyBP (Loopy Belief Propagation)アルゴリズムは解が要求精度に収束するまで局

所的に確率伝播を繰り返す近似解法である．単結合のネットワークでは真の解への収束が保

証されいる．また複結合のネットワークの場合については「近似的な解に収束しない場合の

多くは値が振動するため判別が容易である」という性質が経験的に示されている．

2つの確率変数 X とYを用いると相互情報量 I(X;Y)は観測を入力する前後のエントロ

ピーの変化量で定義される [94,95].

I(X; Y) = H(X) -H(XIY) 

ここで確率変数 Xのエントロピーは次の式になる．

H(X)＝ー L P(x) logP(x) 
xEX 

従って相互情報量は次の式になる．

I(X;Y)＝ー L P(x) logP(x)＋LP(e)L P(xle) logP(xle) 
xEX eEY xEX 

5.2.2 構造学習

基盤研究 (C)の場合

図 5.3に，研究種別が基盤研究 (C)であるデータで構造学習して生成されたベイジアン

ネットワークを示す．また構造的隙間とネットワーク閉鎖性に関する相互情報量を表 5.3,

感度分析結果を表 5.4と表 5.5に示す．

感度分析における各説明変数セル内の数値は， k-means法で分類したときのグループであ

り，分割値詳細についてはセル内に記載している．また空白の場合は，現状から変更がない

場合を示している．確率値とは目的関数が大きくなる場合の確率を示しており，現状からの

確率の変化量を確率の差分として示している． リフト値は現状を 1とした場合の変化量で

ある．

結果として，構造的隙間においては，科研費数（以降）とネットワーク閉鎖性が影響してお

り，特に科研費数（以降）が影轡している．統計分析では把握することができなかった，紐帯
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図5.3 基盤研究 (C)ベイジアンネットワーク

の構造間における関係性もあることが確認できる．感度分析より，科研費数（以降）が少な

い方が構造的隙間が大きい．特に科研費数（以降）が 6.1以下でネットワーク閉鎖性が 0.86

よりも大きい場合，楠造的隙間が初期値よりも 1.5倍高くなる．科研費数（以降）が少ない

方が構造的隙間が大きい理由として，一度限りの弱いつながりが考えられる．毎回同じよう

な人たちと研究を行うのではなく，複数の人と弱くつながることで構造的隙間が大きくなる

可能性がある．
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表 5.3 基盤研究 (C)ベイジアンネットワーク相互情報量

目的変数 説明変数

ネットワーク閉鑽性 その他人数

分担研究者数

構造的隙間 科研費数（以降）

相互情報量

0.108868636 

0.052002333 

0.317204225 

ネットワーク閉鎖性 0.093525749 

ネットワーク閉鎖性は，分担研究者数とその他人数が影評していることが明らかになっ

た．相互情報より，分担研究者数に比べてその他人数が特に影響している．統計分析におい

ては，ネットワーク閉鎮性は分担研究者が影響していると考えられていた．しかしながら，

因果関係をベイジアンネットワークで把握すると，その他人数の方が関係性があることが明

らかになった．感度分析の結果からも，その他人数が多い方がネットワーク閉鎖性が高いこ

とが明らかになった．特に研究分担者が 2.1人以下で，その他人数が 13人よりも大きく 25

人以下の場合，ネットワーク閉鎖性が初期値よりも 17.7倍高くなる．

基盤研究 (A)の場合

研究規模によって，項目巻の関係性は異なる可能性があるため，基盤研究 (A)についても

同様に算出した．図 5.4に，研究種別が基盤研究 (A)であるデータで構造学習して生成され

たベイジアンネットワークを示す．また相互情報量を表 5.6,感度分析結果を表 5.7と表 5.8

に示す．

結果として構造的隙間には，科研費数（以降）が影響している．感度分析結果より，科研

費数（以降）が 12以下の場合，構造的隙間は初期値よりも 1.43倍大きくなる．これは基盤

研究 (C)と同様の結果である．弱いつながりが科研費数（以降）に影響を与え，構造的隙間

に影響を与えている可能性が示唆される．

ネットワーク閉鎖性には，構造的隙間とその他人数が影暢していることが明らかになっ

た特に構造的隙間が影響しており，感度分析の結果から構造的隙間が小さい方がネット

ワーク閉鎖性が大きい．基盤研究 (C)においては，構造的隙間がネットワーク閉鎖性に影響

を与えていたが，その反対に作用している． これは研究者組織の規模が影響していることが

考えられる．大規模な研究を行うにあたっては，多くの人脈を持った人々と研究者組織を組

む場合が多い．そのため，集まる研究者それぞれが構造的隙間を持っており，その上で分担

研究者ではない研究に関わる連携研究者や研究協力者などがいることで，ネットワーク閉鎖

性が高まる可能性がある．
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表 5.4 基盤研究 (C)ベイジアンネットワーク感度分析（目的変数：構造的隙間）

ネットワーク閉鎖性 科研費数（以降） 確率値 確率の差分 リフト値

5 0.86< 1 :S6.1 0. 757343977 0.240781654 1.46612 

1 ::;6.1 0.657710841 0.141148518 1.27325 

5 0.86< 0.634732222 0.118169899 1.22876 

0.516562323 

゜
1 

1 :S0.24 1 :S6.l 0.497724452 -0.018837871 0.96353 

3 0.41<, :S0.62 1 ::::;6.1 0.48544 7502 -0.031114821 0.93977 

2 0.24<,：：：：：0.41 1 ::::;6.1 0.415328467 -0.101233856 0.80402 

3 0.41<, :<::::0.62 0.382882271 -0.133680052 0.74121 

4 0.62<，:s;0.86 1 :S6.l 0.324934005 -0.191628318 0.62903 

2 o.24<, so.41 0.312245232 -0.204317091 0.60447 

1 さ0.24 0.301904323 -0.214658 0.58445 

4 0.62<, :<::;0.86 0.215949009 -0.300613314 0.41805 

2 0.24<, :S0.41 5 44.0< 0.111111111 -0.405451212 0.2151 

5 0.86< 2 6.1<, ~15.0 0.099228225 -0.417334098 0.19209 

2 6.1<, ::::;15.0 0.079307947 -0.437254376 0.15353 

3 0.41<, ::;0.62 5 44.0< 0.071428571 -0.445133752 0.13828 

2 0.24<，:S0.41 2 6.1<，:Sl5.0 0.055502996 -0.461059327 0.10745 

4 0.62<, ~0.86 2 6.1<，さ15.0 0.05361596 -0.462946363 0.10379 

1 ::::;0.24 5 44.0< 0.052631579 -0.4639307 44 0.10189 

3 0.41<, ::;0.62 2 6.1<，:Sl5.0 0.051550388 -0.465011935 0.0998 

1 :S0.24 2 6.1<，:Sl5.0 0.051020408 -0.465541915 0.09877 

5 44.0< 0.037888025 -0.4 7867 4298 0.07335 

4 0.62<, :<::::0.86 5 44.0< 0.019607843 -0.49695448 0.03796 

5 0.86< 3 15.0<，:S26.0 0.01462141 -0.501940913 0.02831 

2 0.24<, :S0.41 4 26.0<, :S44.0 0.013333333 -0.50322899 0.02581 

3 15.0<，さ26.0 0.010270503 -0.50629182 0.01988 

3 0.41<, :-:;0.62 4 26.0<, ::;44.0 0.01 -0.506562323 0.01936 

1 さ0.24 4 26.0<，さ44.0 0.008928571 -0.507633752 0.01728 

3 0.41<, :<::;0.62 3 15.0<，さ26.0 0.008583691 -0. 507978632 0.01662 

1 :S0.24 3 15.0<，:S26.0 0.008474576 -0.508087747 0.01641 

5 0.86< 5 44.0< 0.007575758 -0.508986565 0.01467 

2 0.24<, :<:::;0.41 3 15.0<, :-:;26.0 0.006048387 -0.510513936 0.01171 

4 26.0<, :<::;44.0 0.005909703 -0.51065262 0.01144 

4 0.62<，:S0.86 3 15.0<，:S26.0 0.004962779 -0.511599544 0.00961 

4 0.62<, ~0.86 4 26.0<, :'.S'.44.0 0.004366812 -0.512195511 0.00845 

5 0.86< 4 26.0<, :-:;44.0 0.001730104 -0.514832219 0.00335 
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表 5.5 基盤研究 (C)ベイジアンネットワーク感度分析（目的変数：ネットワーク閉鎖性）

分担研究者数 その他人数 確率値 確率の差分 リフト値

1 _:S2.1 4 13.0<，:S25.0 0.72519084 0.684282952 17.72741 

1 _:S2.1 5 25.0< 0.7 0.659092112 17.11161 

4 13.0<, :::;25.0 0.678681829 0.637773941 16.59049 

1 ::::;2.1 3 6.3<, :Sl3.0 0.62890625 0.587998362 15.37372 

5 25.0< 0.593858467 0.552950579 14.51697 

3 6.3< ,~13.0 0.590877926 0.549970038 14.44411 

2 2.1<，さ5.1 4 13.0<, :::;25.0 0.533333333 0.492425445 13.03742 

3 5.1<, :SS.2 3 6.3<, :Sl3.0 0.41025641 0.369348522 10.02878 

2 2.1<，::;5.1 3 6.3<，:Sl3.0 0.39375 0.352842112 9.62528 

3 5.1<, ::=;8.2 2 2.1<, ::=;6.3 0.367924528 0.32701664 8.99398 

5 13.0< 1 さ2.1 0.333333333 0.292425445 8.14839 

2 2.1<，::;5.1 5 25.0< 0.333333333 0.292425445 8.14839 

5 13.0< 0.297777778 0.25686989 7.27923 

2 2.1<, :s;5.1 2 2.1<, :S6.3 0.290123457 0.249215569 7.09212 

2 2.1<, :S6.3 0.286614474 0.245706586 7.00634 

3 5.1<，_'.S8.2 4 13.0<，:S25.0 0.285714286 0.244806398 6.98433 

1 _:S2.1 2 2.1<，::;6.3 0.284511785 0.243603897 6.95494 

4 8.2<, :s;l3.0 2 2.1<, :S6.3 0.263157895 0.222250007 6.43294 

4 8.2<, :Sl3.0 3 6.3<, :Sl3.0 0.25 0.209092112 6.11129 

4 8.2<，_'.Sl3.0 0.201042126 0.160134238 4.91451 

5 13.0< 3 6.3<，:Sl3.0 0.2 0.159092112 4.88903 

5 13.0< 4 13.0<, :::;25.0 0.2 0.159092112 4.88903 

5 13.0< 2 2.1<，さ6.3 0.2 0.159092112 4.88903 

4 8.2<，:s; 13.0 5 25.0< 0.2 0.159092112 4.88903 

4 8.2<，:::;13.0 4 13.0<, ::;25.0 0.2 0.159092112 4.88903 

5 13.0< 5 25.0< 0.2 0.159092112 4.88903 

3 5.1<, ::;8.2 5 25.0< 0.2 0.159092112 4.88903 

4 8.2<，_::; 13.0 1 :'.S;2.1 0.193333333 0.152425445 4.72606 

3 5.1<，::;8.2 0.182550127 0.141642239 4.46247 

3 5.1<，::;8.2 1 ::;2.1 0.16101026 0.120102373 3.93592 

2 2.1<, :s;5.1 0.110184481 0.069276593 2.69348 

2 2.1<，::;5.1 1 ::::;2.1 0.092189701 0.051281813 2.25359 

0.040907888 

゜
1 

1 :S2.1 0.027607842 -0.013300046 0.67488 

1 :::::2.1 0.016894981 -0.024012907 0.413 

1 ::::;2.1 1 ::::;2.1 0.003144248 -0.03776364 0.07686 
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図5.4 基盤研究（A)ベイジアンネットワーク

表 5.6 基盤研究 (A)ベイジアンネットワーク相互情報量

目的変数 説明変数 相互情報量

ネットワーク閉鎮性 構造的隙間 0.204 778722 

その他人数 0.096070517 

構造的隙間 科研費数（以降） 0.480366597

5.3 ネットワーク構造の関係性とアウトカムに関する考察

アウトカムが生み出されるためには，構造的隙間の持つ創造性と，ネットワーク閉鎖性が

高い組織が持つ意思統一しながら実行に移すことができる実行力が必要である．アウトカム

が生み出されるまでのフローをまとめると，下記になると考えられる（図 5.5).
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表 5.7 基盤研究 (A)ベイジアンネットワーク感度分析（目的変数：構造的隙間）

科研費数（以降） 確率値 確率の差分 リフト値

1 :::;12.0 0.814033479 0.246243728 1.43369 

0.56778975 

゜
1 

2 12.0>, :S25.0 0.162658228 -0.405131522 0.28648 

5 77.0< 0.041666667 -0.526123083 0.07338 

3 25.0>，:S43.0 0.012987013 -0.554802737 0.02287 

4 43.0>,:S:77.0 0.006535948 -0.561253802 0.01151 

1.構造的隙間による創造性の促進

構造的隙間が存在することで，新たなアイデアや視点が生まれやすくなる．組織内外

の異なる情報やリソースヘのアクセスが促進され，創造性が高まる．

2.創造性とネットワーク閉鎖性による意思統一の形成

ネットワーク閉鎖性が高い場合，情報の共有や意思決定が迅速かつ効率的に行われる

ため，実行力を高められる．異なるメンバーが共通の目標やビジョンに向かって協力

し，方向性を共有することを意味する．

実行力があれば組織としての結果を示すことは可能だが，創造性のない成果となってしま

う．また創造性だけでは集団性としての実行力がない，つまりまとまりのない成果となって

しまうことからも示唆される．したがって，創造性（構造的隙間）と実行力（ネットワーク

閉鎮性）の両方がバランスよく備わっていることが重要である．

構造的隙間 → 創造性 →~ 成果
↑ 

ネットワーク閉鎖性

図5.5 アウトカムが生み出されるまでのフロー

4章で行った DEAを利用したソーシャルキャピタルが最大化される研究者組織の把握で

は， Burtが指摘したネットワーク閉鎮性と構造的隙間の観点に関して，データから実証的

に示すことができた．特にアウトカムに関しては，総配分額や論文数などの数値として現れ

やすく，成果として教員評価等に利用されやすい項目ではなく，今後の研究につながる可能

性がある科研費数（以降）であることがあきらかになった．つまり研究という領域において

は，他の研究にどの程度関わってくるかが成果として重要であるということである．

また本章で行ったベイジアンネットワークからは，構造的隙間とネットワーク閉鎖性に関

係性があり，研究規模によって影響を与える流れが異なることが確認された．

研究規模による違いとして，基盤研究 (A)と基盤研究 (C)を比較すると，紐帯の構造指標
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表 5.8 基盤研究 (A)ベイジアンネットワーク感度分析（目的変数：ネットワーク閉鎖性）

その他人数 構造的隙間 確率値 確率の差分 リフト値

4 17.0<，_:S27.0 1 :S7.6 0.631578947 0.457970311 3.63795 

3 9.1<，:Sl7.0 2 7.6<，:Sl8.0 0.550724638 0.377116001 3.17222 

4 17.0<，::;27.0 3 18.0<, :::;32.0 0.541666667 0.36805803 3.12004 

5 27.0< 2 7.6<, :Sl8.0 0.538461538 0.364852902 3.10158 

3 9.1<，:Sl 7.0 3 18.0<，:S32.0 0.515789474 0.342180837 2.97099 

3 9.l<,::::;17.0 0.507963107 0.33435447 2.92591 

4 17.0<，::;27.0 0.499434749 0.325826113 2.87679 

3 9.1<,:Sl7.0 1 :S7.6 0.488372093 0.314763456 2.81306 

3 9.1<，:Sl 7.0 4 32.0<，:S59.0 0.452380952 0.278772316 2.60575 

5 27.0< 1 ::=;7.6 0.428571429 0.254962792 2.46861 

4 17.0<，::;27.0 4 32.0<, :::;59.0 0.428571429 0.254962792 2.46861 

1 さ3.2 4 32.0<，さ59.0 0.421686747 0.24807811 2.42895 

4 32.0<，:S59.0 0.41554909 0.241940454 2.3936 

2 3.2<, ~9.1 3 18.0<, ::;32.0 0.403726708 0.230118071 2.3255 

5 27.0< 0.403443692 0.229835056 2.32387 

3 18.0<，:S32.0 0.395211342 0.221602706 2.27645 

4 17.0<，:S27.0 2 7.6<，:Sl8.0 0.384615385 0.211006748 2.21542 

2 3.2<，さ9.1 4 32.0<, ::;59.0 0.372093023 0.198484387 2.14329 

2 3.2<, ::;9.1 2 7.6<, :Sl8.0 0.365497076 0.191888439 2.10529 

1 :S3.2 3 18.0<，:S32.0 0.365422397 0.19181376 2.10486 

2 3.2<，:::;9.1 0.346276591 0.172667954 1.99458 

5 27.0< 4 32.0<, :::;59.0 0.333333333 0.159724697 1.92003 

4 17.0<，:S27.0 5 59.0< 0.285714286 0.112105649 1.64574 

2 3.2<，:S9.l 1 ::;7.6 0.28 0.106391363 1.61282 

1 ::::;3.2 5 59.0< 0.25 0.076391363 1.44002 

2 7.6<, :Sl8.0 0.243258299 0.069649662 1.40119 

5 59.0< 0.216849817 0.04324118 1.24907 

1 さ3.2 2 7.6<, :S18.0 0.200651466 0.027042829 1.15577 

5 27.0< 3 18.0<，さ32.0 0.2 0.026391363 1.15202 

2 3.2<，:S9.1 5 59.0< 0.2 0.026391363 1.15202 

0.173608637 

゜
1 

3 9.1<,:S17.0 5 59.0< 0.166666667 -0.00694197 0.96001 

5 27.0< 5 59.0< 0.142857143 -0.030751494 0.82287 

1 ::;3.2 0.118143577 -0.05546506 0.68052 

1 :S7.6 0.062752316 -0.11085632 0.36146 

1 ::::;3.2 1 :S7.6 0.040079591 -0.133529046 0.23086 
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間の関係性の作用の方向性が異なることが明らかになった．研究規模が大きい基盤研究 (A)

では，構造的隙間がネットワーク閉鎖性に影響を与えている．この理由として，大規模な研

究者組織においては，構造的隙間が大きい研究者たちが多く集まっていることが考えられ

る．大規模な研究を行うにあたっては，多くの人脈を持った人々と研究者組織を組む場合が

多い．そのため集まる研究者それぞれが構造的隙間を持っており，その上で分担研究者では

ない研究に関わる連携研究者や研究協力者などがいることで，ネットワーク閉鎖性が高まる

という流れであると考えられる．構造的隙間が大きいということは，個々の研究者がバラバ

ラに研究していることで，科研費数（以降）が低いと考えられる．

対して，研究規模が基盤研究 (A)よりも小さい基盤研究 (C)では，ネットワーク閉鎖性が

構造的隙間に影響を与えている．小さい研究者組織は個々の研究者の結束が強いため，ネッ

トワーク閉鎮性が高い傾向にあると考えられる．その上で科研費数（以降）が少ない方が，

個別の研究を実施しているため，構造的隙間が大きくなると考えられる．

まとめると，ソーシャルキャピタルによりアウトカムが生み出されるフローは，ネット

ワーク閉鎮性と構造的隙間のどちらが大きい研究者組織かにより異なると考えられる． 4章

にて図 5.6が示されたが，研究基盤の大きい基盤研究 (A)では構造的隙間からネットワーク

閉鑽性への流れ，つまりクラスタ 3→クラスタ 2→クラスタ 0の過程，基盤研究 (C)にお

いてはネットワーク閉鎖性の高さから構造的隙間の流れ，クラスタ 4→クラスタ 1→クラ

アウトカムが大きくなる可能性が考えられる．スタ 0の過程により，

大
き
い

構
造
的
隙
間

小
さ
い

： 

D ~ Al 
—総配分額多い ： 
—一定の成果

クラスタ3
特は雑誌論文、学会発表

異なる所属の研究者多い i 
クラスタ0 : 
総配分額党ない

—科研費数（以降）多い ： 
—雑誌論文、学会発表少ない ！

—科研費数（以降）多め
—雑誌論文、字会発表少ない

！ ！ 
： 

-----------------------------------------------~---------？響--------------------------
—同じ分野での研究多い
—雑誌論文多い
—科研費数（以降）少ない

c
 

クラスタ4
—同じ分野での研究多い
—一定の成果
特に学会発表多い B l 

低い 高い

図5.6

組織内のネットワーク閉鎖性

成果と紐帯の構造の関係性への適応（再掲）
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5.4 まとめ

本章では，ベイジアンネットワークを用いて，ネットワーク閉鎖性と構造的隙間が互いに

相互作用するのか，相互作用するとしたらどのような順番で影響を与え合うのかについて，

Burtの理論を基に検証することを目的とした．

構造学習を用いたベイジアンネットワークモデルの生成により，基盤研究 (A)と基盤研究

(C)で異なる影響があることを明らかにしたこれは研究者組織の規模による違いがあるこ

とを示している．墓盤研究 (A)では，構造的隙間がネットワーク閉鎖性に影評を及ぼし，一

方で基盤研究 (C)ではネットワーク閉鎖性が構造的隙間に影響を与えることが示された． こ

れは，研究規模が大きい研究者組織では，多様な研究者が集まることによる構造的隙間の増

大がネットワーク閉鎖性を高める要因となり，逆に小規模な研究者組織では，既存の密接な

関係が新たなつながりを生み出す構造的隙間を形成すると解釈できる．

合わせて 4章で得られた知見を踏まえ，ソーシャルキャピタルによりアウトカムが生み出

されるフローについて，研究者組織の規模の違いから最適なネットワーク構造の構築につい

て検討を行った．これらの知見は，研究者組織だけでなく，一般の組織や集団における効率

的なネットワーク構築にも応用可能である．

90 



6 結言

6.1 本研究のまとめ

Burtが 2001年に発表した論文’'StructuralHoles versus Network Closure as Social 

Capital"の中で，’'ネットワーク閉鎖性と構造的隙間の両者がともに最大化されるときに，

組織・集団にもっとも成果をもたらすソーシャルキャピタルの最大化がもたらされる”とす

る考えを示している [13]．しかしながらネットワーク閉鎮性と構造的隙間がどのように組み

合わされることにより，ソーシャルキャピタルがもたらすポジティブな影響が最大化され，

さらにその結果として組織や集団におけるアウトカムが増加するのかという点に関しては，

実証的な検証はこれまで実質的に行われてこなかった．

またこれまでの Burtの議論では，ネットワーク閉鎖性と構造的隙間のそれぞれがソー

シャルキャピタルに与える影響について検討しており，これら二つの要素は，伝統的には互

いに独立したネットワーク構造として捉えている．しかし，これらがどのように相互作用し

合うのか，その複雑な関係性について深く掘り下げられていない．

そこで，本研究では，ソーシャルネットワーク構造に墓づくソーシャルキャピタルの紐帯

構造がもたらすアウトカムについて，科学研究費助成事業を対象とし明らかにした．

2章では，歴史的変遷の整理を行うとともに，本研究におけるソーシャルネットワークの

定義を行った．つながりには機能的側面と構造的側面があるが，ソーシャルネットワーク

での対象は構造的側面である．歴史的変遷においては，科学の発展サイクルよりプレ・パラ

ダイム革命期，パラダイム革命期，ポスト・パラダイム革命期に分割して整理をした．ソー

シャルネットワーク研究の発展時期であるパラダイム革命期は 1970年代から 2000年代で

あり，この時代にされた理論も多い．

3章では，日本の研究者組織におけるネットワーク構造と研究成果との関連性を検証する

ため，科学研究費助成事業を通じて得られたデータを埜に，統計分析からの把握を行った．

ネットワーク閉鑽性と構造的隙間の指標を用いて，これらが研究成果にどのように影響して

いるかを検討した結果として，ネットワーク構造と研究成果との間に直接的な相関は見ら

れないものの，研究規模や研究種別によって異なる影響があることが示唆された．

4章では，ソーシャルキャピタルが最大化される研究者組織を定義し， DEAを用いて効

率値の算出を行った． 3章においてネットワーク構造を目的変数とした童回帰分析を行っ

たが，精度が低く明確な関係性を見出すことができなかった． DEAを用いることにより，

ソーシャルキャピタルが最大化される研究者組織を明らかにするとともに，ソーシャルキャ

ピタルが最大化される研究者組織の持つ特性を把握したこの結果，ネットワーク閉鎖性の

みが高い研究者組織は同じ分野の研究に偏りがちであること，また構造的隙間が大きい組
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織では異なる所属の研究者との協力が活発であるものの，一般的に研究成果とみなされる

指標である雑誌論文数や学会発表数は少ない傾向にあることが明らかとなった．この結果

はBurtの指摘を一定程度実証し得たと言える [13]．また，研究者組織におけるソーシャル

キャピタルがもたらすアウトカムとしては，一般的に研究成果とみなされる指標である雑誌

論文数や学会発表数ではなく，今後の研究につながる可能性がある科研費（以降）であるこ

とが明らかとなった．これにより ソ ノャルキャピタルは研究活動の持続可能性や発展性

に影響を及ぼすことを示している．

不ットワーク閉鎮性と構造的隙間が互いに5章では，ベイジアンネットワークを用いて ‘ 

相互作用するのか，相互作用するとしたらどのような順番で影響を与え合うのかについて，

Burtの理論を埜に検証した結果として．規模の大きい研究者組織である基盤研究 (A)に

おいては構造的隙間からネットワーク閉鎖性が，比較的規模の小さい基盤研究 (C)において

はネットワーク閉鎖性から構造的隙間に影轡していることが明らかとなった．また， 4章で

得られた知見を踏まえ，アウトカムが生み出されるまでのフローについて，研究者組織の規

模の違いから最適なネットワーク構造の構築について検討を行った．

6.2 本研究の限界

ネットワーク構造に関する指標の算出方法として，構造的隙間は先行研究よりネットワー

ク拘束度を用いて算出した一方，ネットワーク閉鎖性は研究代表者と同じ所属に属している

研究者としている．これは同じ研究機関の研究者は，異なる研究機関の研究者に比べて，研

究者間の情報共有や打ち合わせなどが容易であると考えられるためである．

しかしながら，現実社会においては，新型コロナウイルスの発生以降，オンライン会議

ツールや研究 SNSの普及により，場所や時間を問わず研究への参加が可能となってきてい

る．ネットワーク閉鎖性は，組織内部の紐帯の密度の高さ，つながりの強さを示す指標であ

り，その算出には現在のデータ取得技術では限界がある．特に，大規模なデータセットを用

いた分析においては，ネットワーク構造，特にネットワーク閉鎖性に関する情報の取得に制

約が生じる．

このため，ネットワーク構造の研究においては，データの取得に関わる制約を考慮しつ

っ，新たな手法やアプローチを検討する必要がある．オンライン環境の普及により，物理的

な場所に依存せずに研究者同士が連携しやすくなった今，ネットワーク閉鎖性を含む指標の

再検討や，新たなデータ収集方法の考案が菫要となっている．
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